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はじめに
放火罪の抽象的危険犯は, 危険の擬制を処罰根拠とする。この個別具体
的な危険の発生を必要とせず, 形式的に危険が伴うとみなすことは批判さ
れ続けている。現住建造物等放火罪 (刑法第108条) は, 焼損段階で現住
者や現在者の生命・身体に対する抽象的危険だけでなく, 不特定または多
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おわりに
数人の生命・身体または財産に対する抽象的な公共危険も伴わなければな
らない。この公共の危険は, 他人所有の非現住建造物等放火罪 (刑法第
109条第 1 項) でも同様である。そうすると, 現住者が不在の一戸建て住
宅で構成部分の天井板に燃焼作用を生じた段階でも, 現住建造物等放火罪
の二重の抽象的危険が実質的に根拠付けられるのかが問題となる。
この問題の着眼点は, 本罪の構成要件要素にある｡「現住性｣,「建造物」
と「焼損要件」によって抽象的 (公共) 危険が網羅されているといえるな
らば, 焼損段階で本罪の既遂を認めることができる。それに対して, 周囲
に延焼するものが何もない「荒野の一軒家」の事例を強調すると, 例外的
に抽象的危険犯制限論の余地が見出せる。この危険判断は, 留守宅で不在
の現住者も保護する現住性と関連して, どの程度の判断事情まで仮定的に
考慮してもよいのかが問題となる。例えば, 一人暮らしの現住者が東京出
張中でも, 放火された大阪の自宅に滞在していると法的に想定してもよい
のかどうかである。
現住性は, 新たな問題にも直面している。近代的な建築技術の進歩によ
り, 耐火性・難燃性を義務付けられた大規模建造物が並存し出したからで
ある。例えば, コンクリート造りのマンションや雑居ビルである。たとえ
非現住部分の空室や店舗が放火客体になったとしても, 現住部分の各居室
と「一体性」が認められるならば, 一個の現住建造物と評価されることに
なる。この建造物の内部では数10世帯の家族が日常生活を送っているの
で, 不特定または多数人の生命・身体に対する抽象的な公共危険を認める
根拠にもなる。この問題は, 難燃性建造物でも放火客体の一室から燃え広
がりうるのかどうかについて, 建築基準法の耐火構造と消防上の火災現象
を考慮する必要がある。
この観点は, 焼損要件でも同様である。焼損要件と抽象的危険の一致が,
形式的な擬制ではなく, 実質的に根拠付けられなければならない。これま
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での議論では, 火災に伴う科学的・客観的な危険を踏まえたものが乏しく,
私自身も理解不足で危険を過小評価していた。これでは, 一戸建て住宅の
構成部分に燃焼作用が生じた段階で, 内部の現住者に対する抽象的危険だ
けでなく, 外部の建造物等に対する抽象的な公共危険も伴わない周囲の人々
の不安感・危惧感で足りることとなってしまう。裏を返せば, 放火客体の
焼損段階ですでに延焼の危険が, 実質的に取り込まれているといえるのか
どうかである。
そこで, 本稿では, 放火罪の抽象的危険犯をめぐる危険の擬制について,
現住性, 建造物や焼損要件の構成要件要素を踏まえて, 建築基準法と消防
実務の観点も加味して検討したい。放火罪の危険判断は, 一般人の不安感・
危惧感に基づく公共の静謐ではなく, 科学的・客観的な公共の危険が重視
されつつある。この抽象的な危険結果が, 本罪の構成要件によって評価し
尽くされているのかが着眼点となる。そのうえで, 抽象的危険が発生し難
い場合として, 周囲に延焼するものが何もない荒野の一軒家でも, 実質的
に危険結果が根拠付けられるのかを検討する。
第 1章 焼損要件
1．判例の問題点
放火罪の抽象的危険犯は, 焼損要件を既遂時期とする。判例は, 既遂時
期の早期化を批判され続けても, 建造物自体の燃焼作用に着目する独立燃
焼説を維持している。その際に, 焼損要件の判断基準は, 燃焼作用の「継
続の可能性」を出発点とし,「営む可能性」にかえて, 最終的に「独立燃
焼」の程度とするに至った。この継続性の省略により, 最判昭和23年11
月 2 日 (刑集 2巻12号1443頁) は, 建造物の天井板を約 1尺 (約 30cm)
四方にわたって焼燬した事案について, 現住建造物等放火罪の既遂を認め
た。そうすると, 建造物の構成部分が燃え始めた段階でも, 現住者等の生
論
説
法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 61(759)
命・身体に対する抽象的危険を伴うのかが問題となる。言い換えると, 焼
損要件と抽象的危険の一致が, 形式的な擬制ではなく, 実質的に根拠付け
られるのかどうかである。
放火罪の焼損要件は, 新たな問題にも直面している。近代的な建築技術
の進歩により, コンクリート造りの難燃性建造物が並存し出したからであ
る。鉄骨・鉄筋の支柱やコンクリート部分に燃焼作用を生じないので, 逆
に独立燃焼説によると既遂時期が遅くなりすぎるだけでなく, そもそも放
火罪の不能犯になりかねない。これでは, 多数の現住者等に対する抽象的
な公共危険が燃焼作用による焼死や火傷から, 煙や有毒ガスによる窒息や
中毒へと移行している事態にあって, 保護法益の観点からすると不十分な
対処になる。
最決平成元年7月 7日 (判時1326号157頁) は, エレベーターの化粧シー
トを約 0.3m2にわたって独立燃焼した事案について, かご側壁自体が鋼板
で構成されていたものの本罪の既遂を認めた。側壁の鋼板に燃焼作用を生
じないので, 煙突のような竪穴構造のエレベーターシャフトからして, 煙
や有毒ガスによる抽象的な公共危険をより重視したといえる。学説でも,
難燃性建造物に対処するため, 焼損要件の燃焼作用を修正し, 煙や有毒ガ
スによる公共の危険を取り込む見解がある。そうすると, 焼損要件を修正
するうえで, コンクリート造りの難燃性建造物でも実際に燃えないといえ
るのかが問題になる。
この焼損要件をめぐる新旧の問題点について, 建築上と消防上の科学的・
客観的な観点から検討する必要がある。また, ドイツの放火罪では, 建造
物自体の燃え広がりに着目しており, わが国の焼損要件の示唆となる。焼
損要件の燃焼作用を修正して不要とすると, 未だに媒介物が煙や有毒ガス
の発生源となる段階で足りかねないからである。
放火罪の公共危険は, 放火客体の内部で燃え広がり, 周囲の建造物等に
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延焼をもたらすことが中核となる。その後に隣家へと延焼すれば, 新たに
周囲の建造物等に延焼の危険を生じる。この保護法益が次々と「公共の危
険」に組み込まれていくことこそが, 放火罪の本質である。いわば被害者
が加害者となり, 新たな被害者を生むことである。この性質を踏まえると,
危険にさらされる放火客体の内部から外部の順番に検討することが有意義
である。
2．歴史的な経緯
(1) 独立燃焼説
旧刑法時の焼燬要件は, 屋根までの燃え上がり説を出発点とした。
(１)
この
屋根の炎上まで要求することは, 当時の建造物の構造と火の性質に基づく。
例えば, 玄関ドアが戸障子で構成されていた場合, マッチ１本を近付ける
だけですぐに燃え移ることである。旧402条が
(２)
住居用家屋の放火に死刑の
みを規定していたことから, この段階に既遂時期を設定しないように, 屋
根までの燃え上がりを要求するのである。
また, 屋根の燃え上がりを要求しても, 建造物が全焼するような火災の
最盛期まで既遂時期を遅らせるわけではない。昭和初期の一戸建て住宅で
も, 白川郷のように茅葺や板葺屋根で構成されていたものがみられるから
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(１) 早稲田大学鶴田文書研究会『日本刑法草案会議筆記第Ⅳ分冊』(早稲
田大学出版部, 1977年) 2550, 2642頁。また, 大塚仁「放火罪の既遂時期
に関する『燃え上り説』の意義」『法と刑罰の歴史的考察―平松義郎博士
追悼論文集―』(名古屋大学出版会, 1987年) 64頁以下, 佐藤輝幸「公共
危険犯としての放火罪 (二)」法協132巻 6 号 (2015年) 193頁以下参照。
(２) 旧刑法 第402条 火ヲ放テ人ノ住居シタル家屋ヲ燒燬シタル者ハ死刑
ニ處ス
本条は, 松尾浩也増補解題・倉富勇三郎ほか共編『増補刑法沿革綜覧』
(日本立法資料全集別巻 2・信山社, 1990年増補復刻〔1923年]) 56頁。
である。
(３)
放火に伴う高温化の影響は室内の上部が最も受けるので, あたか
もキャンプファイヤーで丸太を燃えさせる小枝や板切れのように, 屋根が
炎上しやすかったと推測できる。
(４)
その後の現行刑法時に, 屋根瓦が普及するとともに炎上し難くなり, 一
段階前の屋根裏や天井板の燃焼作用に着目する独立燃焼説へと移行した。
容易に取り外せる戸障子の玄関ドアもみられなくなり, 建造物自体とそれ
以外の家具類を区別できるようになった。すなわち, 建造物自体を毀損す
ることなしに取り外すことができないか, または取り外しに相応の困難性
を伴うものだけが, 建造物の構成部分に含まれるのである。
(５)
例えば, 玄関
ドア, 床, 壁, 柱, 天井や屋根である。これらの毀損基準の程度を満たし
た構成部分は, 相応の厚みと表面積を備えているので, 燃え続けることで
さらに燃え広がりうることを生じる。焼け抜き (焼失) や焼け落ち (崩落)
を生じた場合も同様である。
この別の構成部分に燃え広がりうることこそが, 現住建造物等放火罪の
現住者や現在者の生命・身体に対する抽象的危険を認める根拠となる。例
えば, 玄関ドアが燃え続けて, 玄関の内壁や天井板に燃え広がりうること
で, 1 階の居間や 2 階の寝室へと危険が拡大していくからである。そう
すると, 多くの判例の事案は, 建造物自体に燃え広がりを生じており, 現
住者等に対する抽象的危険を認めることができる。
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(３) 大判明治43年 3 月 4 日 (刑録16輯384頁), 大判昭和 6年 6月 8日 (新
聞3290号13頁), 大判昭和 7年 6月 1日 (新聞3445号11頁)。また, 大塚・
前掲注(１)57頁参照。
(４) 日本火災学会編『火災と建築』(共立出版, 2002年) 23, 181, 185頁。
(５) 最判昭和25年12月14日 (刑集 4 巻12号2548頁), 大分地判平成15年３
月13日 (LEX/DB 28085682), 神戸地判平成19年４月19日 (LEX/DB
28135303)。また, 連邦通常裁判所1961年 6 月13日判決 (BGHSt 16, 109),
同2001年12月 5 日決定 (StV 2002, 145) も同旨。
それに対して, 建造物の構成部分から除外された家具類が燃えただけで
は, 本罪の未遂にとどまる。例えば, ドイツの判例を参考にすると, 壁に
釘付けされた本棚, 天井に取り付けられた大型シャンデリア, 床に接着や
接合したじゅうたん, 便器や浴槽である。
(６)
例外的に建造物の構成部分と評
価されるためには, 建築段階からの作り付けの壁棚や床に塗り込められた
り, 強固に接合したりした土台上のカウンターキッチンでなければならな
い。
また, 独立燃焼説は, 建造物自体の燃焼作用を必要とする。例えば, ガ
ソリンや家具類の媒介物の影響で建造物自体に炭化, 焦げ跡や煤汚れを生
じただけでは本罪の未遂にとどまる。電気配線が溶解したり, 化粧塗りの
漆喰やモルタルが剥離・崩落したりした場合も同様である。たとえ建造物
自体に多大な損害が及んだとしても, 煤, 煙や消火用水によってもたらさ
れた場合は不十分となる。
(７)
(2) 限界事例
判例は, 焼損要件の独立燃焼説について, 燃焼作用の「継続の可能性」
を出発点とし,「営む可能性」にかえて, 最終的に「独立燃焼」の程度と
するに至った。建造物自体が燃え続けうることから, 燃え始めることでも
足りるような緩和化が見て取れる。それに対して, ドイツの判例は, 燃焼
作用の継続の可能性から「継続燃焼」に移行し, 燃え続けることを厳格に
要求している。この日独の判断基準の比較からすると, 燃え続ける際の継
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(６) 連邦通常裁判所1961年 6 月13日判決, 同1988年 4 月19日決定 (StV
1988, 530), 同2000年12月14日決定 (NStZ 2001, 252), 同2001年12月 5 日
決定参照。
(７) 連邦通常裁判所1984年 1 月18日判決 (StV 1984, 245), 同1986年７月
31日決定 (4 StR 397 /86) 参照。
続性を省略することにより, 既遂時期の早期化をもたらしかねないといえ
る。
とくに現住建造物等放火罪の限界事例となるのが, 大判昭和 8 年 3 月
2日 (新聞3569号14頁) の屋根裏と, 最判昭和23年11月 2 日 (刑集 2巻12
号1443頁) の天井板をそれぞれ約 1尺 (約 30cm) 四方にわたって焼燬し
た事案で既遂を認めたものである。それに対して, 大判大正15年 3 月30
日 (裁判拾遺 1 巻刑21頁) は, 天井板を同程度にわたって燻焦した事案
で本罪の未遂にとどまると変更した。ドイツの判例でも, 天井の化粧板に
燃焼作用を生じた事案について, 重放火罪の
(８)
未遂にとどまるとしている。
(９)
この日独の事案の比較からしても, 判例の独立燃焼説の変遷は, 既遂時
期の早期化をもたらしたといえかねない。そうすると, 一戸建て住宅の天
井板に燃焼作用が生じた場合でも, 現住者等の生命・身体に対する抽象的
危険を伴っているのかが問題となる。
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(８) ドイツ刑法典 第306条ａ〔重放火〕
第１項 以下の
第１号 人の住居に用いられる建造物, 船舶, 小屋若しくはその他の
空間
第 3号 一時的に人の滞在に用いられる空間で, 人が滞在することを
常とする期間におけるもの
を燃焼させ, 又は, 点火によって全部若しくは一部を破壊した者
は, 1 年以上の自由刑に処する。
本条は, 法務省大臣官房司法法制部編『ドイツ刑法典』(法曹会, 2007年)
181頁参照。
(９) 連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決 (StV 1990, 548), 同1991年 4 月
17日判決 (NStZ 1991, 433), 同2013年11月14日判決 (NStZ 2014, 404), 同
2017年 9 月 5 日決定 (NStZ-RR 2017, 375)。
3．損壊作用の重視
(1) 毀棄説
学説の中には, 独立燃焼説の既遂時期の早期化を懸念し, 建造物自体の
表面的な燃焼作用だけでなく, 内面的な損壊作用も要求する見解がある。
(10)
平成 7 年の刑法の現代用語化により,「盛んに焼ける」や「焼き壊す」と
いった多義的な意味を有する焼燬の文言から, 一義的な「焼き壊す」こと
を意味する焼損要件に改正されたので, 毀棄説が最も文言解釈に合致す
る。
(11)
また, 放火の現場検証は鎮火後に行われるので, 火災の被害状況が毀
棄罪の損壊の程度に達したのかを判断しやすい。すなわち, 焼損の文言と
実務の認定に最も調和するのは, 目的物が火力によって毀棄罪の損壊の程
度に達することと解する毀棄説である。
しかしながら, 建造物自体の燃焼と損壊作用は, 表裏一体の関係にある
わけではない。ドイツの事案にみられるように, 媒介物の火力から発生し
た煤や煙の付着汚れでも, 数週間にわたる住居用途の使用不可能性がもた
らされるからである。
(12)
ガソリンや家具類の媒介物から黒煙が発生した場合,
あたかも多量のビラを貼り付けると建造物損壊罪が成立するように, 著し
い煤汚れで室内が真っ黒に染まる。
(13)
例えば, ガソリンスタンド火災で, 貯
蔵されたガソリンから黒煙がもくもくと立ち昇ることである。
毀棄説は, 独立燃焼説よりも既遂時期の早期化を可能とする。放火罪の
焼損要件を毀棄罪の損壊要件に委ねると, 物理的な損壊作用だけでなく,
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(10) 学説の対立点について, 秋元洋祐「放火罪における『焼損』と『公共
の危険』の意義について (一)」関学60巻 1 号 (2009年) 176頁以下。
(11) 大谷實『刑法講義各論〔新版第 4版]』 (成文堂, 2013年) 380頁以下。
(12) 連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決 (BGHSt 48, 14), 同2009年 7 月14
日決定 (NStZ 2010, 151)。
(13) 青森地判平成15年 2 月12日 (判タ1123号285頁), 神戸地判平成19年11
月28日 (LEX/DB 28145047) の燃焼実験参照。
機能的な使用不可能性も取り込まれるからである。壊れただけでなく, 使
えなくなったことでも足りる。ドイツの判例・多数説のように, 放火行為
時の燃焼作用を超えて, 消火活動時の消火用水による一部損壊も考慮でき
るならば, 一時的な住居用途の使用不可能性を否定できなくなる。
(14)
そうす
ると, 放火罪が建造物等損壊罪よりも法定刑が重いことから, 毀棄罪の損
壊の程度に「重大さ」を上乗せし, 建造物自体の物理的な破壊作用を要求
しなければならない。
(15)
本見解は, 放火罪の財産侵害犯と公共危険犯の二面性に調和することを
根拠とする。とくに抽象的危険犯制限論の発展により, 損壊作用を焼損要
件に振り分けて, 残りの危険の発生を書かれざる構成要件要素や違法要素
として要求すれば, 放火罪の二面性によりよく合致する。
(16)
このように解す
れば, 著しい煤汚れを放火罪の未遂か建造物等損壊罪にとどめることがで
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(14) 連邦通常裁判所2001年 5 月22日決定 (StV 2001, 576), 同2010年 1 月
26日決定 (NStZ 2010, 452), 同2013年11月14日判決, 同2017年 9 月 5 日判
決 (NStZ-RR 2017, 373), 同2018年 4 月 5 日判決 (NStZ 2019, 27)。So auch
E. Bender, Normzweck und Deliktstypus der einfachen und schweren Bran-
dstiftung gem. 306, 306a StGB n. F., 2014, S. 260 ; G. Wolters, SK-StGB,
Bd. 6, 9. Aufl., 2016,306 Rn. 20 ; R. Rengier, Strafrecht BT II, 18. Aufl., 2017,
40 Rn. 16 ; W. Kargl, NK-StGB, Bd. 3, 5. Aufl., 2017, 306 Rn. 23f. ; K.
/M. Heger, Lackner /, StGB, 29. Aufl., 2018, 306 Rn. 4.
(15) 連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決, 同2010年11月17日判決 (BGHSt
56, 94), 同2011年10月20日決定 (BGHSt 57, 50), 同2013年 3 月 6 日決定
(NStZ 2014, 647), 同2014年 1 月14日決定 (NJW 2014, 1123), 同2017年８
月16日決定 (StraFo 2017, 474)。So auch G. Heine /N. Bosch, 	

	StGB, 29. Aufl., 2014,306 Rn. 16 ; G. Wolters, SSW-StGB, 3. Aufl.,
2016, 306 Rn. 14, 306a Rn. 14 ; T. Fischer, StGB, 64. Aufl., 2017, 306 Rn.
17 ; U.
, LPK-StGB, 7. Aufl., 2017, 306 Rn. 12.
(16) 名和鐵郎「放火罪・溢水罪」中山研一ほか編『刑法各論』(青林双書,
1977年) 214頁, 金尚均「放火罪と刑法の機能化についての一考察」西南
31巻 1 号 (1998年) 18頁。
きる。
しかしながら, 焼損要件から危険の観点を切り離して別個に要求すると
なると, さらなる困難な問題に直面する。現住建造物放火罪は, 現住者の
生命・身体に対する抽象的危険を踏まえて, 不在時の留守宅も保護してい
るからである。何らかの危険の発生を要求する以上, 抽象的危険が発生す
る留守宅と, 抽象的危険が発生せず空き家と同視できる留守宅を区別しな
ければならない。
例えば, 現住者の留守宅には, 2 時間の買い物, 12時間の学校や仕事,
2 泊 3 日の旅行や数か月に及ぶ入院生活が挙げられる。この数か月の留
守宅でも, 現住者の類型的な滞在性が備わっていることから抽象的危険が
認められる。
(17)
何らかの危険の発生を要求するだけでは, 未だに留守宅の区
別を導くことができない。そのため, 建造物自体の損壊作用に重大さを上
乗せすることで, 焼損要件に危険の観点を反映させなければならない。
(2) 効用喪失説
効用喪失説は, 重要な住居用途の使用不可能性に着目するので, ドイツ
の破壊要件で重大さを上乗せするように, 建造物自体の物理的な破壊作用
を要求するものといえる。例えば, 一戸建て住宅の床, 壁や天井に燃焼作
用を伴う焼失や崩落が生じて住めなくなることである。この壁や屋根が焼
失したり, 崩落したりするまでに至れば, 開口部から炎が吹き出して, 周
囲の建造物等に対する延焼の危険も生じる。
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(17) 連邦通常裁判所1975年 4 月24日判決 (BGHSt 26, 121)。So auch K.
Geppert, Die schwere Brandstiftung (306 StGB), Jura 1989, S. 420 ; H. Wolff,
LK-StGB, Bd. 11, 12. Aufl., 2008, 306a Rn. 13 ; G. Heine /N. Bosch, (Anm.
15), 306a Rn. 5f. ; G. Wolters, (Anm. 14), 306a Rn. 9 ; ders., (Anm. 15),
Rn. 9 ; T. Fischer, (Anm. 15), 306a Rn. 4 ; W. Kargl, (Anm. 14),
Rn. 10.
そうすると, 本見解は, 放火客体内部の現住者や現在者の生命・身体に
対する危険だけでなく, 外部に対する公共の危険を焼損要件に反映させる
ものとなる。この外部に対する延焼の危険は, 非現住建造物等放火罪にも
共通する。すなわち, 放火罪の公共危険犯をより重視するのは, 目的物の
重要部分が焼失して効用を喪失することと解する効用喪失説である。
しかしながら, 建造物の重要部分の焼失や崩落まで要求すると, 内部の
現住者等の保護が後回しになる。不謹慎な例えになるが, 火葬場でご遺体
を火葬する場合, コンクリート造りの火葬炉に崩落を生じなくても, すで
にご遺体は白骨化していることである。つまり, 現住建造物等放火罪では,
外部の建造物等に対する延焼の危険よりも, 先に内部の現住者等に対する
危険が生死を分けるまで高まることを重視しなければならない。
効用喪失説は, 独立燃焼説が西洋の堅固な建造物にのみ通用するとの批
判を出発点とした。
(18)
難燃性建造物は燃え始め難いので, 独立燃焼説でも本
罪の未遂段階を十分に認めることができるからである。そうすると, コン
クリート造りの近代的な建造物が並存する現代にあって, 重要部分の焼失
や崩落まで要求すると, 逆に本罪の未遂領域が拡大しすぎることとなる。
ドイツの破壊要件の事案にみられるように, コンクリート壁や天井が崩落
するまでに至るのは稀であり, 火葬炉の内部構造と同様に, その前段階で
相当な高温化によって現住者等が高度な死の危険にさらされるからであ
る。
(19)
判例が既遂時期の早期化を批判され続けても, 建造物自体の燃焼作用に
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(18) 島田武夫「放火罪の公共危險性とその既遂時期」法律学研究26巻 1 号
(1929年) 19頁, 奈良正路「放火罪における獨立燃燒説の再檢討 (一)」
法新368号 (1934年) ３頁, 木村龜二「放火罪の既遂時期」志林37巻 6 号
(1935年) 91頁, 瀧川幸辰「放火罪の既遂」『刑事法判決批評・第 1 巻』
(立命館出版部, 1937年) 230頁以下。
(19) 連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決参照。
こだわるのは科学的な根拠がある。人体の高湿度下での熱傷危険が60℃
以上で水分の沸点が100℃, 可燃性建材の木材の発火温度が260℃以上,
鉄骨・鉄筋やコンクリート部分の強度低下が500℃以上になるからであ
る。
(20)
建造物の構成部分である床板, 板壁や天井板に燃焼作用を生じた段階
で, 現住者等に皮膚の火傷やのど・気管と肺にかけての気道熱傷の危険が
伴う。
コンクリート壁や天井の重要部分が焼失や崩落する段階は, 焼死や気道
熱傷による窒息死の危険まで高まっている。平熱36℃の人体が50℃の砂
漠 (熱中症) や湯船 (皮膚の痛み) にさえ耐えられないことからすると,
家よりも先に人が損傷を被る。そのため, 効用喪失説は, 現住者等に対す
る抽象的危険犯ではなく, 死の具体的危険犯や結果犯を本罪の焼損要件に
要求することとなり, 財産侵害犯の側面を重視しすぎる。
また, 非現住建造物等放火罪では, 放火客体の内部に抽象的な公共危険
が認められる場合もある。ドイツの重放火罪 (306条ａ1 項 3 号) の類型
的な滞在要件と異なり, わが国の現在建造物放火罪は, 放火時に人が滞在
していることを厳格に要求しているからである。放火時に無人でも内部に
類型的な滞在性が備わっていることもある。例えば, 昼休みの学校や会社,
24時間営業のコンビニ, 飲食店やホテルである。
(21)
この非現住・非現在建
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(20) 染谷茂美ほか「高温・高湿度環境下における身体暴露に関する研究」
消防科学研究所報31号 (1994年) 136頁, 齊藤庄二編『コンクリート材料
データブック』(丸善, 2000年) 164頁以下, 日本火災学会編・前掲注(４)
230, 265頁参照。なお, 火傷の危険は, 温度・湿度とさらされた時間に関
係する。例えば, 100℃近いサウナ室では湿度の低さから数分間耐えられ
るが, 消火活動による放水で湿度が高まる火災現場では異なることである。
(21) 放火罪の公共の危険は, 108・109・110条とも放火客体の「内外」に
対する危険で統一的に解することができる。例えば, 内部の危険として営
業中の遊園地において, 利用客が滞在しているレストランが108条, 利用
客も従業員もたまたま不在となったお化け屋敷が109条, 利用客が乗って
造物の内部の危険と合わせて, 外壁や屋根に燃焼作用を生じると火の粉の
飛散や高温の熱風 (放射熱) により, 周囲の不特定または多数人の生命・
身体に対する抽象的な公共危険も伴うことから, 焼損要件で建造物自体の
燃焼作用を重視しなければならない。
4．燃焼作用の重視
(1) 重要部分燃焼開始説
重要部分燃焼開始説は, 建造物の「重要部分」が「燃焼し始める」こと
に着目するので, 同一の表現を用いているドイツの有力説の影響が見て取
れる。
(22)
この共通点からすると, 昭和23年判決の天井板の事案は, 現住建
造物等放火罪の未遂にとどめることができる。ドイツでは, 天井の化粧板
の燃焼作用について, 重要な構成部分と燃え続けることを認め難いと評価
されているからである。すなわち, ドイツの制限的解釈を継承するのは,
目的物の重要部分が炎を伴って燃え始めることと解する重要部分燃焼開始
説である。
しかしながら, ドイツの見解をわが国にそのまま導入するとなると, 建
造物の構成部分を重要か否かで区別しなければならなくなる。板壁と天井
板を区別できるのかである。
(23)
とくに建築基準法 2 条 5 号に依拠すると,
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いるジェットコースターや観覧車が110条に該当することである。それに
対して, 閉園後のお化け屋敷やアトラクションは, 内部の危険が認められ
ないことから, 外部の危険が問題になる。
(22) D. Kratzsch, Zum Erfolgsunrecht der schweren Brandstiftung, JR 1987, S.
364 ; U.	
, Anmerkung, StV 1990, S. 163 ; P. Knoll, Die besonders
schwere Brandstiftung nach 306b StGB, 2011, S. 52f., 60ff. ; G. Heine /N.
Bosch, (Anm. 15), 306a Rn. 11 ; G. Wolters, (Anm. 14), 306a Rn. 17f. ;
ders., (Anm. 15), 306a Rn. 16f. ; W. Kargl, (Anm. 14), 306 Rn. 17, 306a
Rn. 12.
(23) 連邦通常裁判所2009年10月20日決定 (NStZ-RR 2010, 279)。
内壁の間仕切壁やフローリングの揚げ床まで除外されてしまう。重要でな
い部分に壁内部の間柱や断熱材も含まれるが, 室内の高温化で同部分に燃
焼作用を生じると, 一般人には初期消火が不可能となる。これでは, 重要
部分の焼失や崩落まで要求する効用喪失説と同様の問題を抱えることにな
る。
また, ドイツの有力説は, 大規模建造物で非現住部分の空室や店舗が放
火客体になった場合,「重要な住居部分」の居室まで延焼して「燃焼し始
める」ことを要求する点に特色がある。この構造上・機能上の重要部分の
燃焼作用を忠実に焼損要件にも要求すると, 現住者や現在者の生命・身体
に対する抽象的危険犯を超えて, 死の具体的危険犯や結果犯になってしま
う。例えば, 1 階店舗から 3 階居室に燃え広がった段階では, 先行した
高温の黒煙と有毒ガスですでに死の空間が形成されているからである。
(24)
そ
のため, ドイツの独立燃焼説で継承すべきは, 建造物の重要部分ではなく,
構成部分が「燃え続けること」である。
(2) 独立燃焼説
放火罪の焼損要件は, 判例と近時の多数説のように, 建造物の構成部分
に燃焼作用を生じることが出発点となる。建造物自体の燃焼作用を重視す
るのは, 自発的・継続的な火の性質により, そのまま放置すると自然に燃
え広がっていくことにある。この壁から天井といった別の構成部分に燃え
広がりうることこそが, 現住者や現在者の生命・身体に対する抽象的危険
を認める根拠となる。現住者等に迫っていく燃え広がりを生じると, 建造
物自体の危険源が倍々のように増大していくからである。
独立燃焼説の限界事例となるのが, 昭和 8 年・昭和23年判決のように,
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(24) 日本火災学会編・前掲注(４)181, 185頁参照。
一戸建て住宅の屋根裏や天井板を約 30cm四方にわたって焼燬した場合で
ある。なぜ両事案が限界事例に挙げられるのかというと, 例えば, 室内の
真ん中にガソリンを散布して放火した場合, 床から壁を経由して天井まで
順番に燃え広がれば問題とならないが, 火の性質からして最初に天井が燃
え始めて, 次に壁や床へと燃え広がることが多分にあるからである。
(25)
身近
でもガスコンロやバーベキューで食材を火源の下部や横ではなく, 上部に
置いて調理することが挙げられる。すなわち, 媒介物の火力の影響を最も
受けるのが, 室内上部の天井板である。
そうすると, 昭和23年判決の事案のように, 最初に燃え始めやすい天
井板が約 30cm四方にわたって燃焼作用を生じた場合も, 現住者等に対す
る抽象的危険が認められるのかが問題となる。とりわけ, 燃え広がりうる
まで燃え続けたと評価してもよいのかが問題になる。昭和 8 年判決の事
案のように, 縦・横約30cmの焼損面積 (900cm2) からすると, 媒介物の
新聞紙を広げた程度にすぎないからである。あたかも小さめのホットプレー
トが天井板に貼り付いただけで, 現住建造物等放火罪の未遂にとどめるべ
きともいえる。
(26)
しかしながら, 放火罪は危険犯である。本罪の未遂とする評価は, 鎮火
後に天井板を眺めた際の印象にすぎず, 放火行為から鎮火までの危険状況
を考慮していない。むしろ, 屋根裏に持ち上げて忍び込めるような天井パ
ネルではなく, 毀損基準の程度を満たした天井板に独立燃焼が生じたなら
ば, 現住者等に対する抽象的危険を認めることができる。一般的に火災の
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(25) 日本火災学会編・前掲注(４)147頁以下, 松山賢「近年の住宅火災の
燃焼性状について」火災58巻 4 号 (2008年) 27頁。
(26) 秋元洋祐「放火罪における『焼損』と『公共の危険』の意義について
(二・完)」関学60巻 4 号 (2010年) 169頁。私は, 以前に本罪の未遂にと
どまると評価していた。
避難訓練では, タオルで口を押さえ, 身をかがめて退避することが浸透し
ているからである。煙が立ち込めて階段を駆け下りられない場合, 一段ず
つの角で呼吸を整えなければならない。
この姿勢を低く保つことは, 消防上の観点から裏付けられる。火災時に
発生した高温の煙や有毒ガスは, 上昇気流の浮力で室内上部に滞留するか
らである。
(27)
例えば, 一昔前の湯船で表面が熱く底がぬるかったり, 室内暖
房で扇風機の併用が推奨されたりすることである。天井部分に燃焼作用が
生じるのに伴い, 高温の黒煙の層に覆い隠されていくので, 一般人の初期
消火の限界を超えて一刻も早い避難が必要となる。
(28)
建造物の構成部分の天井板に燃焼作用を生じたならば, 天井部分が面と
して燃え広がり始めたと評価できる。効用喪失説が独立燃焼説を批判する
ように, この段階でも未だに一般人の初期消火が可能であるとの印象を与
えてはいけない。バケツの水や消火器で消火を行おうとして立ち上がると,
高温の煙を吸い込んでしまい, のど・気管と肺にかけて気道熱傷を被り窒
息の危険が非常に高まるからである。この高温化による窒息死と有毒ガス
による中毒死が, 消火を行おうとして逃げ遅れる原因になる。
(29)
また, 室内上部の高温化の影響を最も受けるのが, 人体上部の顔面であ
る。可燃性建材の木材の発火温度が260℃以上になることから, 沸点を超
える高温の外気が直接のど・気管と肺に流れ込む。この高温・高熱に脆弱
な中枢器官が顔面に集中しており, 火災時の空間上部の危険と重なり合う
ことこそが, 現住者等の生命だけでなく,「身体」も保護すべき根拠とな
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(27) 日本火災学会編・前掲注(４)181, 185頁。
(28) 平沢正己ほか「フラッシュオーバーに関する研究 (その 7 )」消防科
学研究所報31号 (1994年) 36頁以下, 日本火災学会編・前掲注(４)269頁。
(29) 日本火災学会編・前掲注(４)47, 205, 269頁参照。とりわけ, 火災時
の負傷者の割合で最も多い約40％が初期消火中に負うとされる。
る。たとえ致命傷に至らなかったとしても, 後遺症となる顔面火傷の危険
を伴う。
建造物自体が燃え続けた場合, 消防隊が防火服と酸素マスクを装着して
突入し, 消火ホースから霧状の放水を天井部分に行って冷却することで,
火元まで接近して早期の消火が達成される。
(30)
裏を返せば, 建造物の構成部
分の天井板が燃え続けた場合, 一般人の行為者や現住者から専門家の消防
士に消火活動が移行するので, さらなる燃え広がりを生じうると評価でき
る。専門的な装備を身に付けていない一般人では, 火元に水をかけると加
熱された熱湯や沸騰した水蒸気を浴びることになる。高温の水滴が天井か
らしたたり落ちて, あたかも沸騰したやかんのお湯をかぶるように, 全身
火傷の危険を伴うことから, 一般人の初期消火の限界を超えるのである。
したがって, 放火罪の焼損要件は, 火が建造物の構成部分に燃え移り,
媒介物の影響なしに独立して燃焼作用を継続することと解すべきである。
(31)
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(30) 杉井完治ほか「2010年 1 月別府市強風下市街地火災の調査」消防研究
所報告113号 (2012年) 8 頁参照。
(31) 大判明治43年 3 月 4 日, 大判明治44年10月12日 (刑録17輯1672頁),
大判大正 4 年 7 月15日 (新聞1037号28頁), 大判大正 5 年 9 月19日 (新聞
1176号33頁), 大判昭和 2年 8月31日 (新聞2757号11頁), 神戸地判昭和33
年10月14日 (一審刑集 1巻10号1654頁)。また, 星周一郎『放火罪の理論』
(東京大学出版会, 2004年) 300頁, 齊藤彰子「放火罪・失火罪」伊藤渉ほ
か著『アクチュアル刑法各論』(弘文堂, 2007年) 316頁以下, 二本誠
「放火罪」曽根威彦・松原芳博編『重点課題刑法各論』(成文堂, 2008年)
196頁, 山口厚『刑法各論〔第 2版]』(有斐閣, 2010年) 385頁, 西田典之
『刑法各論〔第 5 版]』(弘文堂, 2010年) 295頁, 塩見淳「公共危険犯と
しての放火罪」法教391号 (2013年) 63頁以下, 金光旭「判批」別冊ジュ
リ221号・刑法百選Ⅱ各論〔第 7 版〕(2014年) 164頁, 高橋則夫『刑法各
論〔第 2 版]』(成文堂, 2014年) 453頁以下, 只木誠「放火罪についての
再論」新報121巻11・12号 (2015年) 464頁, 橋爪隆「放火罪をめぐる問
題について」法教450号 (2018年) 103頁も同旨。なお, ここで燃焼作用の
建造物自体が燃え広がりうるまで燃え続けることを要求するので, ドイツ
のように, 独立燃焼説というよりも「継続燃焼説」と表現できる。この構
成部分には, フローリングの床, 壁内部の間柱と断熱材, 内壁や天井板も
含まれる。そうすると, 昭和 8 年・昭和23年判決の屋根裏や天井板をそ
れぞれ約 30cm四方にわたって焼燬した事案では, 本罪の既遂を認めるこ
とができる。
それに対して, 建造物自体の燃焼作用の継続性を要求することで, ドイ
ツの判例のように, 壁紙・天井クロス, 床の幅木, 室内ドアや窓枠・ドア
枠単体では不十分となる。
(32)
壁紙や天井クロスは, 厚さ数ミリメートルの紙,
布や合成樹脂製シートで構成された化粧張りにすぎず, 火が媒介物から燃
え移るのと同時に焼失してしまうからである。
(33)
室内ドアや窓枠・ドア枠単
体も, 薄くて表面積が狭いので, さらなる燃え広がりを生じる前に燃え尽
きてしまうことがある。そのため, 東京高判昭和37年 5 月30日 (高裁刑
集15巻 7 号517頁) の引戸枠 (柱・敷居・鴨居のコの字型) を炭化させた
事案は, 放火直後にほとんど火の気がなくなっていたとの目撃証言も踏ま
えると, 一時的な燃焼作用にすぎず, 本罪の未遂にとどまるものといえる。
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「継続の可能性」と表現しないのは, 言葉の意味の統一性にある。燃焼作
用が熱と光の発生を伴う激しい連鎖的な酸化反応を意味し, 燃え続けるこ
とを包含するからである。
(32) 連邦通常裁判所1988年 2 月 9 日決定 (4 StR 9 /88), 同1993年 7 月14
日決定 (NStZ 1994, 130), 同1995年 2 月22日判決 (BGHSt 41, 47), 同2012
年 7 月17日決定 (NStZ-RR 2012, 310)。
(33) 連邦通常裁判所1981年 3 月19日判決 (NStZ 1981, 220), 同2000年12月
14日決定, 同2001年12月 5 日決定。
第 2章 抽象的危険
1．ある程度の具体的危険
建造物の構成部分が独立燃焼 (継続燃焼) した場合, 原則的に現住者や
現在者の生命・身体に対する抽象的危険を認めることができる。初期消火
に危険を伴い, 消防上も即時の避難が要求されているからである。そうす
ると, 残された問題は, 例外的に抽象的危険犯制限論の余地があるのかど
うかである。一般人による早期の消火が功を奏し, 被害が軽微にとどまっ
た場合のように, 抽象的危険が発生したと言い難いことで, 現住建造物等
放火罪の成立を否定できるのかが問題になる。
学説の中には, 抽象的危険犯といえども違法性を具備するため,「ある
程度の具体的危険の発生」を要求する見解がある。
(34)
本罪の法定刑が死刑ま
たは無期もしくは 5 年以上の重罰を科しているので, 抽象的危険犯を具
体的危険犯の前段階と構成し, 現実的な危険結果を処罰根拠とすることに
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(34) 岡本勝「『抽象的危殆犯』の問題性」法学38巻 2 号 (1974年) 124頁,
同「放火および失火の罪」小暮得雄ほか編『刑法講義各論』(有斐閣,
1988年) 288頁。また, 書かれざる構成要件要素か違法要素のどちらに位
置付けるかなどの対立点として, 松生建「抽象的危険犯と行為無価値論」
横山晃一郎・土井政和編『現代における刑事法学の課題―井上祐司先生退
官記念論集―』(櫂歌書房, 1989年) 102頁, 同「抽象的危険犯における危
険」片山信弘・甲斐克則編『海上犯罪の理論と実務―大國仁先生退官記念
論集―』(中央法規, 1993年) 82頁以下, 金尚均「抽象的危険犯の現代的
展開とその問題性 (三・完)」立命241号 (1995年) 116頁以下, 佐伯和也
「『抽象的危険犯』における可罰性の制限について (二・完)」関法46巻２
号 (1996年) 125頁以下, 北野通世「抽象的危険犯における法益の危殆化
構造」山法60・61号 (2014年) 38頁以下参照。なお, 武田誠『放火罪の研
究』(成文堂, 2001年) 5556, 69頁以下は, 放火罪をすべて具体的危険犯
と解し,「独立燃焼時から未遂段階に入り, 実質的な危険の発生時に既遂
にいたる」とする。
なる。いわば, 法益侵害の「可能性の可能性」を要求する。とくに本罪の
「現在性」が着眼点となる。現在性は放火客体の内部に人が滞在している
ことを必要とするので, 現在者に対する危険結果を構成要件化していると
解せるからである。
しかしながら, ある程度の具体的危険を要求した場合, 一人暮らしの現
住者が不在時の留守宅も網羅する「現住性」と調和しなくなる。例えば,
東京出張中に大阪の自宅が放火された場合である。この場合, 東京滞在中
の現住者には, 燃焼作用による火傷や気道熱傷と, 高温の煙や有毒ガスに
よる窒息や中毒の現実的な危険が全く生じていない。
そうすると, 本罪が成立せず, 非現住建造物等放火罪の「住居に使用せ
ず」に該当するのかが文言上問題となるうえに, すべての留守宅を同様に
処理することとなりかねない。たとえ 1km先のスーパーで 2 時間だけ買
い物をしていたとしても, 放火客体内の現在者と同等の現実的な危険にさ
らされたといえないからである。これでは, 現住者に対する抽象的危険を
踏まえて, 不在時の留守宅も保護している規定と合致しない。不在の現住
者の現実的な危険結果によって, 抽象的危険が発生する留守宅と, 抽象的
危険が発生せず空き家と同視できる留守宅を区別することはできない。言
い換えると, 保護法益に含まれる現住者と, 保護法益に含まれない現住者
の区別の困難性である。
仮に不在時の留守宅の保護を考慮して, 東京出張中の現住者に対するあ
る程度の具体的危険を認めるならば, 逆に処罰根拠が曖昧なまま拡大する。
東京滞在中の現住者に対する危険結果を認めるということは, 物理的に東
京・大阪間の静岡や名古屋の不特定または多数人に対する現実的な公共危
険も包含されてしまうからである。
(35)
そのため, 放火罪の抽象的危険犯を具
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(35) なお, 岡本勝「『危険犯』をめぐる諸問題」LS 39号 (1981年) 47頁
以下は, 本罪に公共の危険を不要とし, 現住者や現在者の生命に対する危
体的危険犯の前段階に位置付けて, 現実的な危険結果を要求することは解
釈上困難である。
(36)
2．類型的な滞在性
留守宅の現住者も保護されるのは, 法的に広い範囲の想定できる事実を
考慮して, 自宅に滞在しうることまで危険判断に取り込める「事実の抽象
化」が根拠となる。
(37)
未遂犯と不能犯の区別を応用するように, 真実は東京
出張中であるが, 法的に大阪の自宅に滞在していると想定できる事実を基
礎として, 現住者の生命・身体に対する抽象的危険を判断する。現住建造
物放火罪の保護法益を「滞在の可能性のある人」と解することと同様であ
る。
(38)
その際に, 真実と異なった事実の抽象化を認める以上, 自宅に滞在して
いることを判断事情とするので, 現住者に対する現実的な危険結果も不要
となる。ドイツの判例・通説を参考にすると, 具体的危険の発生は, 法益
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険で足りるとする。また, 小坂亮「放火罪の各類型における抽象的危険」
高橋則夫ほか編『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集〔下巻]』
(成文堂, 2014年) 226頁参照。しかしながら, 本罪を内部の危険に限定す
ると, 住宅火災に巻き込まれた隣家や隣人が保護されなくなる。例えば,
放火客体から隣家に延焼して隣人が焼死した場合である。それに対して,
放火客体が非現住の空き家であれば, 外部の危険として隣家や隣人が保護
されることになる。
(36) G. Heine /N. Bosch, (Anm. 15), 306a Rn. 2 ; H. Radtke, -StGB,
Bd. 5, 3. Aufl., 2019, Vor.306ff. Rn. 3, 7, 306a Rn. 3f., 46.
(37) 山口厚『危険犯の研究』(東京大学出版会, 1982年) 53, 224頁以下。
また, 宮内裕「危険概念について」平場安治編『現代刑法学の課題下―瀧
川先生還暦記念―』(有斐閣, 1955年) 746頁も同旨。
(38) 本罪の抽象的危険の判断事情は, 以下の通りである。
現在性：実際の滞在。
現住性：実際の滞在＋不在時の類型的な滞在性 (留守宅)。
侵害の偶然性によって認められている。
(39)
例えば, 連邦通常裁判所2011年10
月26日決定 (NStZ-RR 2012, 309) は, 1 階のインターネットカフェ店が
放火客体となった事案について, 上階の住居者らが早期に警告を受けて一
体的な本件建造物から避難できたので, 火傷や煙中毒の具体的危険を否定
した。
それに対して, この2011年決定の事案からすると, 現住者や現在者に
対する抽象的危険を認めることができる。現住者が東京出張中でも大阪の
自宅に滞在していると想定できるならば, 上階の各居室に滞在中でも 1階
の放火客体に滞在していると想定できるからである。東京・大阪間を縮小
できるならば,「一体性」を有する 1・2 階の抽象化も可能となる。そう
すると, 放火された室内に居合わせていることを判断事情とするので, 現
住者等に対する抽象的危険は, 初期消火の限界を超える焼損要件によって
網羅されているといえる。
(40)
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(39) 連邦通常裁判所1998年 9 月15日判決 (NStZ 1999, 32), 同2008年12月
２日決定 (StraFo 2009, 115), 同2013年10月10日決定 (StV 2014, 483), 同
2013年10月23日決定 (NStZ 2014, 85), 同2017年 1 月11日判決 (NStZ 2017,
281), 同2018年 8 月16日判決 (NStZ 2019, 32)。So auch P. Knoll, (Anm.
22), S. 114f. ; G. Heine /N. Bosch, (Anm. 15), Vor.306ff. Rn. 3, 306a Rn.
19 ; E. Bender, (Anm. 14), S. 345 ; R., AnwK-StGB, 2. Aufl., 2015, Vor.
306ff. Rn. 3 ; G. Wolters, (Anm. 14), Vor.306ff. Rn. 8 ; J. Wessels /M.
Hettinger, Strafrecht BT I, 40. Aufl., 2016,21 Rn. 969 ; E. Weiler, HK-StGB,
4. Aufl., 2017,306a Rn. 10,306b Rn. 8 ; W. Kargl, (Anm. 14), Vor.306ff.
Rn. 19, 306a Rn. 17 ; H. Radtke, (Anm. 36), Vor.306ff. Rn. 8, 306a Rn.
49, 306b Rn. 13.
(40) ドイツの放火罪を踏まえた判断構造は, 以下の通りである。危険判断
は, 判断事情と判断方法の二段階で構成される。抽象的危険犯は, より広
い事実を判断事情に取り込みつつ, より低い可能性で足りることから, 二
段階の抽象化を許容するものである。
抽象的危険犯：放火行為―因果関係→焼損結果 (抽象的な危険結果―事実
また, 放火客体の内部に滞在していると想定できるのか否かは, 現住性
の評価に基づく。現住性の付与は, 不在時の留守宅にも現住者の類型的な
滞在性を認めるものである。法的に想定できる抽象化された事実は, 現住
性の判断と一致する。そのため, 抽象的危険犯の危険結果は,「現住性」
と「焼損要件」で評価し尽くされていることになる。いわば「行為客体の
危険」として, 事前に無制限の現住者等に対する抽象的危険が認められる
のである。
(41)
3．抽象的な公共危険
(1) 類型的な近接性
現住建造物等放火罪は, 現住者や現在者の生命・身体に対する抽象的危
険だけでなく, 周囲の建造物等に対する抽象的な公共危険も認められなけ
ればならない。多くの一戸建て住宅の事案では, 内部に不特定または多数
人に対する公共の危険が認められないので, 外部に対する延焼の危険が必
要となる。そうすると, 建造物の構成部分の天井板に独立燃焼を生じた段
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の抽象化→侵害結果の不発生)。
具体的危険犯：放火行為―因果関係→焼損結果と具体的な危険結果―偶然
性→侵害結果の不発生。
(41) P. Liesching, Die Brandstiftungsdelikte der 306 bis 306c StGB nach
dem Sechsten Gesetz zur Reform des Strafrechts, 2002, S. 102f. ; K. Geppert,
Teleologische Reduzierung des Tatbestandes auch im Rahmen der
neugefassten schweren Brandstiftung (306a StGB n. F.)?, Weber-FS, 2004,
S. 438 ; H. Wolff, (Anm. 17),306a Rn. 4 ; E. Bender, (Anm. 14), S. 292, 305 ;
R. Rengier, (Anm. 14),40 Rn. 18, 32 ; U.	
, (Anm. 15),306a Rn.
1, 9f. ; W. Kargl, (Anm. 14), 306a Rn. 2f. ; H. Radtke, (Anm. 36), Vor.
. Rn. 3, 7, 306a Rn. 3f., 46. それに対して, 行為の危険に制限的解
釈を求める見解として, 名和鐵郎「犯罪論における危険概念について」
『中山研一先生古稀祝賀論文集第三巻』(成文堂, 1997年) 237頁以下, 振
津隆行『抽象的危険犯の研究』(成文堂, 2007年) 148頁以下参照。
階でも, 外部に対する抽象的な公共危険を根拠付けられるのかが問題とな
る。言い換えると, 焼損要件と公共の危険が一致するのかどうかである。
学説の中には, 周囲に延焼するものが何もない「荒野の一軒家」を挙げ
て, 焼損段階に抽象的な公共危険が生じないことを強調する見解がある。
(42)
しかしながら, この荒野の一軒家を強調すると, 原則と例外が逆転した判
断基準を抽象的危険犯に持ち込むこととなる。現住者等に対する抽象的危
険は抽象化された事実を判断事情とするのに対して, 外部に対する抽象的
な公共危険では, 真実のみに基づいて危険判断をすることとなるからであ
る。不在時の留守宅に現住者の類型的な滞在性を認める以上, 周囲の建造
物も「類型的な近接性」を判断事情にしなければならない。
この法的に想定できる事実は, 民法と建築基準法が根拠になる。民法
234条 1 項は, 隣家との間隔を少なくとも 1mで足りると規定している。
また, 民法236条と建築基準法63条は, 隣接の距離制限を不要とし, 隣家
と接して手を伸ばせば届く位置関係も許容している。とくに建造物間の類
型的な近接性は, 昔ながらの住宅区画や集落にみられる。この地区は, 木
造家屋が密集した下町と同様に, 自転車 1 台が通行できるだけの小道に
所狭しと立ち並んでいる。そうすると, 火災時には消防車を横付けに並べ
て延焼防止線を張れなくなる。大通りまで後退せざるをえず, 一地区に延
焼していくのを十分に阻止できない。
実際の密集した木造住宅が放火客体になった場合, 出火からわずか15
分で隣家に延焼結果を生じる。
(43)
早期に室内火災に発展した場合, 放火行為
から約 5分後に500℃, 約10分後に最盛期の1,000℃近くまで達する。
(44)
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(42) 秋元・前掲注(26)158頁以下。私は, 以前に放火罪が成立しないので
はないかと考えていた。
(43) 杉井・前掲注(30) 2 頁, 鈴木恵子ほか「糸魚川市大規模火災の火元周
辺建物と消防活動」火災350号 (2017年) 14, 18頁。
立燃焼から数分後の約 5 分後には, 室内の窓ガラスが割れて火の粉の飛
散や高温の熱風を伴う。この火炎や熱風の放射熱によって隣家の窓ガラス
が割れると, 火の粉が室内に入り込むことを防げないので, 具体的な延焼
の危険が認められる。
(45)
すなわち, この前段階の焼損要件と抽象的な公共危
険は一致するのである。
この評価は, 通常の住宅街でも同様である。住宅街は, 道路沿いに横並
びで隣接して建築されるからである。高級住宅街のように, 庭が広くて 1
軒ずつが離れている住宅事情ではない。この建造物間の類型的な近接性を
判断事情にすると, 建築基準法 2条 6 号が規定する 1階建てで 6m, 2 階
建てで10m圏内の延焼の危険領域を超えていない。
この延焼の危険としては, 阪神・淡路大震災の神戸市や東日本大震災の
気仙沼市の大規模火災が挙げられる。震災時に消火栓の断水等で消防が機
能しなくなると, 周囲の建造物等に次々と燃え広がり, 一地域の市街地が
焼け野原になってしまう。裏を返せば, 通常時に消防が機能しているから
こそ, 放火客体からの延焼が食い止められているだけである。例えば, 放
火客体の消火活動と並行して, 火の粉の飛散や高温の熱風に対処するため,
隣家の屋根や外壁に放水したり, 延焼の媒介となる自動車の撤去や一帯の
ガス管の元栓を閉めたりすることである。放火客体の外部から割れた窓ガ
ラスの開口部に注水するのは, 周囲に延焼をもたらす火の粉や熱風を抑制
するためでもある。
建造物の構成部分が燃え続けると, 消防隊の消火活動と震災時の火災事
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(44) 日本火災学会編・前掲注(４)262頁。
(45) 日本火災学会編・前掲注(４)99頁, 杉井・前掲注 (30) 6 , 9 頁。こ
の段階に客観面の具体的危険が生じるので, 市街地の自己所有の非現住建
造物を放火した場合 (109条 2 項), 主観面の公共の危険の認識として, 室
内の炎上といった放火客体を全半焼する認識・認容で足りると解される。
例にみられるように, 周囲の建造物等に燃え広がる延焼の危険が伴う。こ
の危険は, 田舎の住宅や飲食店でも同様である。日常生活に欠かせないガ
スが, 屋外に設置された LPガス (プロパンガス) のガスボンベによって
供給されているからである。建造物自体の独立燃焼に伴い, ガス爆発によっ
て火炎放射器のように火柱を上げたり, ガスボンベの吹き飛びや破裂をも
たらしたりしかねず, 周囲の建造物等に抽象的な公共危険を生じる。
すなわち, 住宅火災は, 周囲の人々が騒然となるような公共の静謐を害
するだけでなく, 火の粉の飛散や高温の熱風による延焼の危険を伴うので
ある。初期の判例にいう「公共の静謐」は, 現代で言い換えると, 数 100
m先まで飛散しうる火の粉と数100℃以上の熱風 (放射熱) による「公共
の危険」である。
したがって, 本罪の焼損要件は, 一般人の初期消火の限界を超えて, 専
門家の消防士に消火活動が委ねられる段階に達することから, 周囲の建造
物等に対する抽象的な公共危険も網羅するものといえる。この外部に対す
る延焼の危険は,「建造物」と「焼損要件」によって評価し尽くされてい
る。すなわち, 本罪の二重の抽象的危険は, いわば「行為客体の危険」と
して, 一戸建て住宅の天井板に独立燃焼が生じただけでも, 建築上と消防
上の観点から根拠付けられるのである。早期の消火が間に合わず「一歩間
違えれば」との表現を正確に言い直すと,「 2・3 分後には」具体的な公
共危険が発生することである。この抽象的な公共危険は, 非現住建造物等
放火罪でも同様である。
(2) 荒野の一軒家
残された抽象的な公共危険の問題は, 例外的に周囲に延焼するものが何
もない「荒野の一軒家」である。建造物間の類型的な近接性を強調してい
くと, 真実とかけ離れた危険の擬制に行き着く。この形式的な危険の擬制
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を認めないならば, 荒野の一軒家が放火客体になった場合, 現実的な公共
の危険の不発生で建造物等損壊罪にとどまることとなる。そうすると, た
とえ火災時に現住者が滞在していたとしても, 現住建造物等放火罪の成立
を認めなくてもよいのかが問題になる。
荒野の一軒家は, 市街地の一戸建て住宅よりも公共の危険が高まる側面
を見逃せない。周囲に延焼するものが何もないということは, 消火活動に
必要不可欠な消火栓も整備されていないからである。また, 講義事例に挙
げられるような, 消火栓のない山中の炭焼小屋でも同様である。山道のた
めに消防車で火災現場まで駆け付け難く, そもそも麓の村落には人口密度
に応じて配置される消防署がない。
そうすると, 人里離れた荒野や山中の一軒家では, 消火用水を運搬する
水槽付消防車といった消火体制が十分でないうえに, 職業上の専門家では
ない消防団員が初動対応に当たることとなる。
(46)
遠く離れた放火客体への現
着が遅れることから, 最も危険な火災の最盛期に到着する。仮に早期に現
着できても消火栓が整備されていないので, 専門的な訓練や装備のない消
防団員の生命・身体に対する公共の危険が, 建造物の全焼によってもたら
されかねない。
また, 建造物が全焼する際には, 屋根まで炎上して周囲に火の粉が飛散
する。この火の粉というと危険を伴わない印象を受けるが, 実際には強風
が重なると 200m以上も離れた住宅まで飛び越えて, 延焼結果をもたらし
た火災事例が存在する。
(47)
紙片や木片の火の粉は, 強風にあおられると
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(46) 杉井完治・篠原雅彦「佐渡市相川の木造密集地における延焼火災の調
査」消防研究所報告105号 (2008年) 19頁参照。So auch E. Bender, (Anm.
14), S. 61.
(47) 杉井・前掲注(30) 9 頁, 篠原雅彦ほか「火の粉の性状が飛距離に及ぼ
す影響」消防研究所報告113号 (2012年) 15頁。火災現場からの飛火火災
が, 風下約 220mと風下約 120m地点に発生したと報告されている。
1km先近くの風下まで飛散しうる。
(48)
そうすると, 消火栓のない荒野の一
軒家であればなおさら容易に全焼することから, 遠く離れた建造物等に延
焼する抽象的な公共危険が認められる。事実は小説よりも奇なりというよ
うに, 例外的な現実の火災事例は, 例外的な講義事例をも上回る。
仮に見回した範囲に何もないというだけで本罪の成立を否定するならば,
消火栓の整備されていない災害弱者を保護法益から切り離すこととなって
しまう。さすがに火災時に滞在していた現住者が長時間の全焼に巻き込ま
れて, 全身が黒焦げとなった性別不明の焼死体や白骨遺体で発見されたに
もかかわらず, 本罪の成立を否定すべき理由は見出し難いと思われる。被
害者は, 個人の尊厳を根本から奪われる一種の残虐な火あぶりの刑として,
生きたまま火葬炉に取り残されることとかわらないからである。
(49)
ドイツの
故殺罪 (212条) が「公共にとって危険な手段」によって謀殺罪 (211条)
へと加重されて, 放火致死罪 (306条ｃ) と観念的競合になるように, 放
火殺人罪の残虐性を明示しなければならない。
(50)
この絶対的な保護は, 現住者の生命・身体に対する抽象的危険でも同様
である。現住性の喪失は, 現住者の殺害によって認められている。それに
対して, 数か月に及ぶ入院生活でも現住性の継続が認められている。そう
すると, 死者に匹敵する現住者では, 自宅の類型的な滞在性が限りなく薄
まり, 例外的に抽象的危険犯制限論の余地が見出せる。
(51)
例えば, 病院で延
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(48) 篠原・前掲16頁以下。なお, 連続的に落ちていた燃え残りと住民の目
撃証言からすると, 確実な飛距離は約 700mとされる。この火災事例は,
全焼22棟等の街区火災にまで発展したものである。
(49) ある程度の具体的な公共危険を要求した場合, 行為者の錯誤のリスク
を被害者に転嫁することとなる。P. Liesching, (Anm. 41), S. 102 ; W. Kargl,
(Anm. 14), 306a Rn. 3 ; H. Radtke, (Anm. 36), 306a Rn. 46.
(50) キール地方裁判所2005年 7 月 7 日判決 (8 Ks 1 /05), 連邦通常裁判所
2009年12月 9 日判決 (StraFo 2010, 122)。
命措置を施されていたり, 治療の余地がなかったりする「末期患者」であ
る。
しかしながら, 末期患者でも, 終末期医療の一環で余命を自宅で過ごす
帰宅の可能性が残されている。末期患者は死者ではなく, 類型的な滞在性
が存続している。むしろ, 抽象的危険犯制限論を徹底すると, 立法者が危
険の擬制により, 結果的に最も保護しようとした災害弱者を最初に切り捨
てることとなってしまう。
(52)
病院で現住者の最期を看取る時点まで本罪の成
立を肯定したうえで, 抽象的危険を認め難いことは, ドイツの重放火罪
(306条ａ3 項)
(53)
の比較的重くない事案のように, 裁判官による量刑上の減
軽事由にとどまると解すべきである。
(54)
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(51) なお, ドイツの抽象的危険犯制限論をわが国の現住性の限定解釈に応
用する見解として, 佐藤輝幸「現住建造物等放火罪に関する諸問題」川端
博ほか編『理論刑法学の探究⑩』(成文堂, 2017年) 194頁以下がある。ま
た, 橋爪・前掲注(31)95, 98頁参照。ドイツの制限論の出発点は, 抽象的
危険犯でも危険結果を要求することにある。この危険結果は, 火・煙や有
毒ガスによってもたらされるので,「放火行為から鎮火まで」に発生する。
それに対して, 制限論の到達点は,「放火行為の前」に住宅内を見回り,
誰も滞在していないと確認することで抽象的危険が排除されるとする。し
かしながら, これでは出発点と到達点が一致していない。火が発生してい
ない時点ではなく, 数時間くすぶり続ける火災があるなかで, 放火行為後
の見張りによって危険結果を排除できるのか否かである。
(52) 松尾・前掲注(２)1676頁参照。
(53) ドイツ刑法典 第306条ａ〔重放火〕
第 3項 第 1項及び第 2項のうち比較的重くない事案では, 刑は６
月以上 5年以下の自由刑とする。
本条は, 法務省・前掲注(８)182頁参照。
(54) Vgl. BT-Drucks. 13 /8587, S. 47f. また, ミュンスター地方裁判所2008
年 3 月10日判決 (16 Ns 540 Js 1078 /05 (86 /07)) は, 比較的重くない事案
を適用するうえで, 量刑の酌量減軽のように, 被告人にとって有利と不利
になる全事情を考慮できるとした。例えば, 具体的危険の不発生の他に,
これまでに前科がなかったことや, 弟の自殺による抑うつ症でアルコール
第 3章 難燃性建造物
1．損壊作用の重視
(1) 新毀棄説
放火罪の焼損要件は, 近代的な建築技術の進歩により, コンクリート造
りの大規模な難燃性建造物が並存し出したことで, 構成部分の燃焼作用を
生じず不能犯になりかねないとの新たな問題に直面している。従来の易燃
性建造物では, 構成部分の独立燃焼 (継続燃焼) を経由する形で, 煤, 煙
や有毒ガスによる窒息や中毒の危険を取り込むことができた。
(55)
それに対し
て, 燃焼作用を生じない鉄骨・鉄筋やコンクリート造りの難燃性建造物で
は, 高温の煙や有毒ガスの危険に十分な対処ができなくなる。そうすると,
現住者や現在者の生命・身体に対する抽象的 (公共) 危険を重視して, 焼
損要件の燃焼作用を修正してもよいのかが問題となる。
学説の中には, 建造物自体の燃焼作用を損壊作用にかえて, 煙や有毒ガ
スの発生を取り込む見解がある。
(56)
多数の現住者等の死傷結果は燃焼作用に
よる焼死や火傷よりも, 窒息や中毒の方が致命的かつ高確率で発生するこ
とから, 建造物自体に損壊作用も伴う煤, 煙や有毒ガスを重視する。この
傾向は, 一部の判例にもみられる。それは, 東京地判昭和38年 5 月13日
(判タ148号81頁) の塩化ビニール製の庇を約 1.65m2にわたって変形・変
色させた事案と, 最決平成元年 7月 7 日 (判時1326号157頁) のエレベー
ターの塩化ビニール製の化粧シートを約 0.3m2 (3,000cm2) にわたって焼
損した事案である。
とくに平成元年決定は, 火が媒介物から燃え移るのと同時に燃え尽きる
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依存を抱えていたことである。
(55) 塩見・前掲注(31)69頁注(63)参照。
(56) 学説の対立点について, 秋元・前掲注(26)146頁以下。
ような, わずか厚さ 0.1・0.2mmの化粧シートの焼失でも現住建造物等放
火罪の既遂を認めている。この現象を身近で例えると, 網戸に煙草の火を
近付けた場合, 燃え続けるというよりも溶けて収縮するにすぎないことで
ある。そうすると, 平成元年決定の着眼点は, 昭和38年判決が塩化ビニー
ル製の庇に燃焼作用を生じないと認定したように, 建造物の構成部分の独
立燃焼よりも, 有毒ガスによる公共の危険を重視したことに見出せる。本
件化粧シートは「塩化ビニール製」であり, 火にかけると有毒な塩化水素
(気体の塩酸) が発生するからである。また, 表面の可燃性のフッ化ビニー
ル樹脂フィルムも有毒なフッ化水素が発生する。
(57)
本事案は, 竪穴構造のエレベーターシャフト内に放火したものである。
あたかも銭湯のボイラー室や工場の焼却施設から発生した煙が煙突を立ち
昇るように, いわゆる「煙突効果」の上昇気流の浮力によって上階へと有
毒ガスが拡散する。
(58)
煙突の先端が空洞になっているのと異なり, エレベー
ターシャフトは閉鎖空間であり, 有毒ガスが最上階に滞留したり, 冷却さ
れて降下したりする。すなわち, 難燃性建造物で発生した煙や有毒ガスは,
内部に張り巡らされた通気口や吹き抜けの階段室も通じて各階に拡散し,
最上階がコンクリート天井で蓋をされていることから, 致死量の濃度に高
まる危険が認められるのである。その意味で, 平成元年決定が本罪の既遂
を認めたことに相当な理由がある。
(59)
しかしながら, 煙や有毒ガス単体を焼損要件に取り込むとなると, 媒介
物の放火行為で足りることになりかねない。ホテルやデパート火災のよう
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(57) 日本火災学会編・前掲注(４)45, 105頁。なお, アクリル製の庇では,
猛毒のシアン化水素 (青酸ガス) が発生する。
(58) 日本火災学会編・前掲注(４)181, 185頁。
(59) また, 塩化ビニール製の合成樹脂で構成されたゴム状の床として, 病
院の手術室が挙げられる。この床は建造物の構成部分であり, 燃えるかわ
りに有毒ガスの発生を取り込む見解も説得力がある。
に, 多量の一酸化炭素によっておびただしい死傷者が発生した事例では,
上階の多数の滞在者に煙や有毒ガスが迫るよりも前に, すでに火元の一室
に燃焼作用を生じている。
(60)
多量の煙や有毒ガスが発生するうえで, 建造物
の構成部分を含めた多量の火種が必要になる。この場合, 焼損要件を修正
せずとも抽象的 (公共) 危険を包含できる。
そうすると, ドイツの破壊要件の問題と同様に, 建造物自体が独立燃焼
するよりも前に, 媒介物から煙や有毒ガスが発生した段階まで, 本罪の既
遂時期を早めることが可能になる。
(61)
例えば, あたかも多量のビラを貼り付
けると損壊作用が認められるように, 煙草の煙 (ヤニ) で喫煙室が黄色に
染まるのと合わせて, 非喫煙者が健康被害を受けてせき込みや吐き気の危
険も生じることである。
(2) 煙や有毒ガス
煙や有毒ガスは, 建造物の合成樹脂製の構成部分だけでなく, ガソリン
や家具類の媒介物からも発生する。むしろ, 肝心の難燃性建材からは, 煤,
煙や有毒ガスを生じると言い難い。鉄骨・鉄筋の支柱やコンクリート部分
は燃焼作用を生じないので, その付随的現象も起こり難いからである。
(62)
例
えば, 金属を加工する鉄工所やコンクリートで囲われたごみ焼却場が, 滞
在者に対する危険を生じずに稼働していることである。レンガやコンクリー
ト製の窯で焼き上げるピザ屋も同様である。コンクリートの外囲いは, 内
部の密閉性を高めることで, 高温化の維持や可燃物の燃え上がりに影響力
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(60) 日本火災学会編・前掲注(４) 4 , 181, 185頁参照。
(61) 連邦通常裁判所2000年12月14日決定, 同2007年 7 月19日決定 (2 StR
266 /07)。
(62) 日本火災学会編・前掲注(４)63, 244頁, 細井正弘ほか「放火罪」判
タ1424号 (2016年) 45頁注(18)参照。
を与えるが, 燃焼作用とそれに付随する煤や煙が継続的に発生するもので
はない。
(63)
また, 有毒ガスの発生も同様である。火災時の主たる有毒ガスには, 不
完全燃焼による一酸化炭素が挙げられる。コンクリート部分は, 気密性の
高さによって外気からの新鮮な酸素供給を妨げる。この密閉空間で媒介物
が燃えると, 燃焼作用に必要な酸素 (O2) が不足して不完全燃焼を生じる。
媒介物 (有機物) の酸化反応が不十分となり, 有毒ガスの一酸化炭素
(CO) が発生する。あたかもガムテープで目張りされた室内において練炭
をたくかのように, コンクリート部分は媒介物の不完全燃焼をもたらすも
のにすぎない。
(64)
煤, 煙や有毒ガスは, 黒煙がもくもくと吹き上がるガソリンスタンド火
災のように, 可燃性の媒介物からも容易に発生するものである。
(65)
日常生活
でも囲炉裏やガスコンロで調理をする際に, 換気扇を回さなければ不完全
燃焼によるめまいや吐き気を伴う。そもそも媒介物が燃えるだけでも, 有
毒ガスとなる二酸化炭素 (CO2) の濃度が上昇する。例えば, 火の点いた
ろうそくにビーカーをかぶせると, ろうそくの火が消えることである。こ
のビーカーやガムテープの目張りの役割となるのがコンクリートの外囲い
であり, 難燃性建材から煤, 煙や有毒ガスが継続的に発生するわけではな
い。
したがって, 放火罪の焼損要件から建造物自体の燃焼作用を不要とし,
損壊作用も伴う煤, 煙や有毒ガスを取り込むと既遂時期の早期化に歯止め
が効かなくなる。仮に煙や有毒ガスによる抽象的な公共危険を強調してい
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(63) 日本火災学会編・前掲注(４)93, 147, 226, 244頁参照。
(64) 日本火災学会編・前掲注(４)64, 205頁参照。
(65) 青森地判平成15年 2 月12日, 神戸地判平成19年11月28日の燃焼実験。
Vgl. E. Bender, (Anm. 14), S. 179f.
くと, 木造の易燃性建造物内で練炭に点火してたいた場合, 有毒ガスの一
酸化炭素が発生しただけで, 現住建造物等放火罪の既遂が認められること
になりかねない。クッションや布団をじわじわ燃やした場合のように, 練
炭と同視できる放火行為で足りることになってしまう。
(66)
2．破壊作用の重視
(1) 新効用喪失説
一部の裁判例と学説は, 難燃性建造物に対処するため, 焼損要件の燃焼
作用を不要とするかわりに, 鉄骨・鉄筋の支柱が歪曲したり, コンクリー
ト壁や天井が崩落したりして住めなくなることを要求する。建造物の構成
部分の燃焼作用を緩和するのに対して, 重要部分の使用不可能性を厳格に
要求することで, 既遂時期の早期化に歯止めをかけるのである。ドイツの
破壊要件でも, 住居用途の相当な期間の使用不可能性が要求されている。
(67)
例えば, ドイツの旧刑法時の事案を参考にすると, 連邦通常裁判所1990
年 7 月26日判決 (StV 1990, 548) が挙げられる。本事案では, 内部の鉄筋
が露出するほどコンクリート天井に崩落を生じた。この媒介物の火力によっ
て室内が高温化し, 建造物の重要な構成部分に破壊作用を生じることまで
要求すると, 同部分の継続燃焼を必要とする燃焼要件と既遂時期が調和す
る。そうすると, 難燃性建造物と放火罪の不能犯の問題に対処しつつ, 媒
介物の放火行為の段階に既遂時期を設定しないことが, わが国の新効用喪
失説の利点につながる。
しかしながら, 1990年判決の事案では, コンクリート天井が崩落する
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(66) 松原義幸「住宅火災における一酸化炭素の発生について」近代消防47
巻 6 号 (2009年) 84頁。
(67) 連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決, 同2006年10月24日決定 (NStZ-
RR 2007, 78), 同2009年 7 月14日決定, 同2013年11月14日判決。
よりも前に, すでに構成部分の天井の化粧板に独立燃焼が生じていた。近
時でもドイツの破壊要件が問題になった事案は, 建造物自体に燃焼作用が
生じる前に消火されたものである。
(68)
燃焼要件で重放火罪の未遂にとどまる
事案が, 破壊要件に回されてくるだけである。被告人側の反論からすると,
旧刑法時に燃焼要件のみでは放火罪の不能犯になるとの主張が, 現行刑法
時に破壊要件を燃焼要件の既遂時期に合わせて未遂にとどまると変換され
たことになる。燃えなくてもよい破壊要件が追加されたことで, これまで
の燃えないとの主張が燃え始める前にとどまると書き換えられている。
ドイツ放火罪の改正前後で, 建造物の耐火構造が飛躍的に変化するわけ
ではないことからすると, 燃えないとの主張と燃え始める前にとどまると
の主張は矛盾する。時代の変遷によって建築技術が退化し, 不燃性から易
燃性建造物に劣化することは考えられないので, 旧刑法時に燃焼作用を生
じず放火罪の不能犯になるとの主張は建築上の根拠を欠いている。
(69)
すなわ
ち, わが国でも, 建造物のコンクリート部分が崩落するよりも前に, 構成
部分に燃焼作用を生じるならば, 従来の独立燃焼説でも対応できることで
ある。
(2) コンクリートの崩落
ガソリンや家具類の媒介物の火力により, 室内が高温・高熱化した場合,
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(68) 連邦通常裁判所2010年 1 月26日決定, 同2011年 5 月10日決定 (NStZ
2012, 214)。
(69) ドイツの破壊要件は, 媒介物の火力に付随する煤, 煙や有毒ガスを取
り込めることから, 燃焼要件よりも厳格に解されている。この判例で重放
火罪の既遂がほとんど認められておらず, 実務的に適用し難い限定解釈は,
むしろ燃焼要件の問題に起因する。1990年判決が, 消防上の科学的・客観
的な危険を伴う天井板の継続燃焼によっても, 重放火罪の既遂を認めなかっ
たことである。
鉄骨・鉄筋の支柱が歪曲したり, コンクリート壁や天井が崩落したりす
る。
(70)
鉄骨・鉄筋の金属類は, あたかもホットコーヒーのスプーンがすぐに
熱くなるように, 熱伝導率が高くて高温化の影響を受けやすいので, もろ
くなったり伸びたりして強度低下による歪曲を生じる。
(71)
例えば, 鉄工所で
金属を加工する際に, 真っ赤になるまで熱するとねじ曲げられることであ
る。
コンクリート部分も, 火力にさらされて高温化すると強度低下を生じる。
コンクリートの原材料は, 水, セメントと砂や砂利である。また, 化粧塗
りのモルタルは, 水, セメントと砂である。
(72)
これらの原材料に「水」が使
用されているので, その水分が高温化で水蒸気となり, 体積膨張によって
内部圧力が高まることでいわゆる「爆裂現象」を引き起こす。
(73)
すなわち,
火災時の高温化によってコンクリートの表面部分は, 爆発的な亀裂やひび
割れを起こし, 内部の鉄筋が露出するほどの崩落の危険を生じるのである。
上階や天井を支える鉄骨・鉄筋が歪曲したり, 重量のあるコンクリート部
分が崩落したりすれば, 多数の現住者や現在者の生命・身体に対する公共
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(70) この高温化を重視する見解として, 前田雅英 ｢放火罪の諸問題｣ 『Les-
son刑法37』(立花書房, 1997年) 347頁以下, 同『刑法各論講義〔第５版]』
(東京大学出版会, 2011年) 445頁, 星・前掲注(31)266, 300頁がある。ま
た, 滝井伊佐武「放火罪における焼損の意義」立石二六編著『刑法各論30
講』(成文堂, 2006年) 246頁, 林幹人『刑法各論〔第 2版]』(東京大学出
版会, 2007年) 334頁, 佐久間修『刑法各論〔第 2版]』(成文堂, 2012年)
280頁, 佐藤輝幸「公共危険犯としての放火罪 (五・完)」法協133巻 4 号
(2016年) 27頁以下, 同「公共危険犯としての放火罪」刑法56巻 2 号 (2017
年) 229頁以下参照。
(71) 齊藤・前掲注(20)167頁以下参照。
(72) 長瀧重義・山本泰彦編著『図解コンクリート用語事典』(山海堂,
2000年) 174175, 574頁。
(73) 齊藤・前掲注(20)164頁, 日本火災学会編・前掲注(４)244頁参照。
の危険を十分に認めることができる。
もっとも, コンクリート部分が崩落を生じるまで高温化した場合, すで
に可燃性建材の構成部分に燃焼作用を伴っている。木材の発火温度が260
℃以上, 鉄骨・鉄筋やコンクリート部分の強度低下が500℃以上となる
からである。
(74)
化粧塗りのモルタルの剥離を超えて, 鉄骨・鉄筋の歪曲やコ
ンクリート部分の崩落を生じうる500℃以上は, 媒介物の炎が接触せずと
も, 可燃性建材の構成部分が自然発火する温度に達している。フローリン
グの床, 板壁や天井板のあちらこちらから火の手が上がるように, 室内全
体が炎に包まれている。
マンガやドラマの世界では, 窓ガラスが割れて炎が吹き出し, 室内全体
が炎に包まれていても, 内部で倒れている人を救い出すことができる。し
かしながら, 現実世界では, 一呼吸で500℃以上の高温がのど・気管と肺
にかけて流れ込む。瞬時に重度の気道熱傷を負い, 窒息によって倒れ込む
「死の空間」が形成されている。実際には, 人体が50℃の砂漠や湯船に
耐えられないことから, 数100℃の高温が吹き出す玄関ドアすら入れない。
コンクリート造りの難燃性建造物でも, マンションや雑居ビルの内部構
造のように, 可燃性の構成部分が備わっている。たとえ放火箇所がコンク
リート壁であったとしても, 室内の高温化により, フローリングの床や天
井板に燃焼作用をもたらすので, 必然的に放火罪の不能犯が問題となるわ
けではない。むしろ, 焼損要件の燃焼作用を修正する見解は, 一体性の判
断要素から現住部分への延焼の可能性を不要とすることにつながるので,
上階の各居室や周囲の建造物等に燃え広がる抽象的な公共危険と合致しな
くなる。
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(74) 齊藤・前掲注(20)164頁以下, 日本火災学会編・前掲注(４)230, 265
頁参照。
3．燃焼作用の堅持
(1) 独立燃焼説
多くの裁判例と学説は, 難燃性建造物の焼損要件でも燃焼作用を出発点
とする。たしかに, コンクリート造りの床, 壁や天井の基礎部分には燃焼
作用を生じない。しかしながら, マンションや雑居ビルの居室で現住者が
日常生活を送るためには, 室内の温度を一定に保つ断熱材が欠かせない。
むき出しのコンクリートの屋上で, 真夏や真冬に布団を敷いて寝起きがで
きないことである。また, 日常生活を続けるうえで, 水道管・ガス管と電
気配線を張り巡らせる必要がある。これらの断熱材等を覆い隠す可燃性の
フローリングの床, 板壁や天井板が必要不可欠になる。この内部構造は,
長時間の滞在に使用される学校の校舎, オフィスビルやホテルでも同様で
ある。
(75)
難燃性建造物に可燃性建材が備わることは, 建築基準法27条 1 項等が
根拠となる。同法の耐火構造は, 滞在者の避難時間の確保, 建造物自体の
倒壊及び周囲の建造物への延焼を防止することにあり, 放火客体の一室内
で火災を食い止めるものではないからである。建造物内の一体性で現住部
分への延焼の可能性を肯定する根拠にもなるように, 10分程度耐えられ
るだけの内装を施すことが許容されている。すなわち, 全く燃焼作用が生
じない不燃性建造物を想定することは, 建築上の根拠を欠いているのであ
る。
放火客体を易燃性と難燃性建造物で区別することは困難である。木造と
レンガやコンクリート造りと言い表せても, 実際の建造物の内部に木材等
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(75) 伊藤栄樹「判研」警論31巻 2 号 (1978年) 156頁, 星・前掲注(31)300
頁, 星周一郎「社会構造の変容と犯罪論における危険犯論・放火罪論の意
義」川端博ほか編『理論刑法学の探究⑩』(成文堂, 2017年) 156頁。また,
長井圓「放火罪の構成要件と危険概念」現刑51号 (2003年) 26頁参照。
は欠かせない。そうすると, 焼損要件の燃焼作用を修正した場合, ドイツ
放火罪と同様の問題を抱えることになる。木造でもコンクリート造りでも,
建造物の構成部分に燃焼作用を生じなかった事案について, 再度修正説で
現住建造物等放火罪の既遂を判断できることである。独立燃焼説で本罪の
未遂となった事案を修正説で既遂に塗り替えることができる。
(76)
これでは,
耐火性のタイルや水分の含有量の多い石膏ボートが内装に使用されており,
建造物自体の燃焼作用を生じる前に消火されたにもかかわらず, 焼損要件
の二重評価で未遂領域を狭めてしまう。
コンクリート造りのマンションや雑居ビルでは, 建造物の構成部分が燃
え続けて, さらに燃え広がりうることが抽象的な公共危険を根拠付けるも
のとなる
(77)
｡ この大規模建造物内部の燃え広がりにより, 多数の現住者や現
在者の生命・身体に対する公共の危険が認められるからである。
(78)
例えば,
1 階の非現住部分の空室や店舗の内壁が燃え続けた場合, 3 階居室の内
壁も燃えると評価できることである。すなわち, 難燃性建造物でも構成部
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(76) 連邦通常裁判所2000年12月14日決定, 同2007年 7 月19日決定。
(77) 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決 (NStZ 1986, 506), 同1986年 6 月
20日判決 (BGHSt 34, 115), 同2010年 1 月26日決定。また, 星・前掲注
(31)150, 293頁以下は, 行為者が制御できない燃焼作用に達すると, 抽象
的な公共「危険の不特定な拡大傾向」が生じることを重視する。この燃え
広がりに着目した公共の危険は, 一体性を有する大規模建造物のように,
内部に多数の現住者が滞在しうる放火客体と合わさることで認められると
いえよう。なお, この観点について, 謝偉『抽象的危険犯論の新展開』
(弘文堂, 2012年) 106107, 114, 150頁以下参照。
(78) 松原芳博「放火罪その１」法セ707号 (2013年) 93頁, 佐藤・前掲注
(１)228頁以下, 佐藤・前掲注(70)59頁参照。また, 不特定少数の現在者
に抽象的 (公共) 危険の重なりを認める見解として, 對馬直紀「放火罪に
おける既遂と未遂」明大院４号 (1996年) 207頁, 深町晋也「放火罪」山
口厚編著『クローズアップ刑法各論』(成文堂, 2007年) 285頁, 塩見・前
掲注(31)65頁がある。
分の燃焼作用を要求することで, 焼損要件と抽象的な公共危険が一致する
のである。
(2) 激しい燃焼作用
レンガやコンクリート造りの難燃性建造物でも, 構成部分に燃焼作用を
生じる。むしろ, 多くの裁判例が認定しているように, 長時間かつ激しい
燃焼作用を生じる。
(79)
難燃性建造物が激しく燃え続けるというと一見して矛
盾することになるが, 木造の一戸建て住宅よりも, 火種となる媒介物や構
成部分が多量に存在するからである。例えば, 一戸建て住宅では家族 4人
分の日用品, 衣服, 書籍や家具類がある。それに対して, 一体性を有する
マンションや雑居ビルでは, 数10世帯の家族が日常生活を送っており,
数10人から数100人程度の日用品等が収納されている (収納可燃物)。ま
た, 100人規模の現住者や現在者が滞在するので, 可燃性建材のフローリ
ングの床面積が必然的に広くなる。
コンクリート造りの大規模建造物では, 熱気がこもるかのように, 室内
の高温・高熱化を生じる。室内上部に形成された高温 (約500℃以上) の
黒煙の層が下降するのに伴い, 壁紙や天井クロスの内装が高温にさらされ
たり, 机や椅子の家具類が放射熱 (輻射熱) を受けたりすると, 熱分解に
よって可燃性ガスが放出される。この可燃性ガスに引火することで, 天井
板, 板壁や床板の構成部分にさらなる燃え広がりを生じるだけでなく, 爆
発的な燃焼によって一気に室内全体が火炎に包まれる, いわゆる「フラッ
シュオーバー」を生じる。
(80)
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(79) 東京高判昭和49年10月22日 (東高刑時報25巻10号90頁), 福岡高判昭
和56年 9 月 2 日 (刑月13巻 8 ・ 9 号511頁)。また, 札幌高判昭和47年12月
19日 (刑月 4 巻12号1947頁), 東京地判昭和59年 6 月22日 (刑月16巻 5・6
号467頁) も同旨。
この現象を身近で例えると, 小・中学校で使用されていたレンガやコン
クリート造りの焼却炉が挙げられる。外観からすると焼却炉は燃えていな
い印象を受けるが, 内部にプリント類や書籍と木の板を入れて燃やすと,
灰になって燃え尽きるまで激しく燃焼する。この一種の「焼却炉の中状態」
となるのがフラッシュオーバーである。あたかも地面上で枯れ葉を燃やせ
ば焼き芋ができる程度の火力にとどまるのに対して, ブリキ缶内では灰に
なるほどの激しい火力を生じることである。
外囲いのコンクリートは, ごみを燃やす際のブリキ缶のように, 密閉性
の高さから室内に高温・高熱を閉じ込めて, 激しい燃焼作用をもたらす役
割となる。フラッシュオーバーから火災の最盛期に至ると, 室内は1,000
℃前後まで達する。汗をかく前に汗腺が焼け切れて重度の火傷を負い,
一呼吸でのど・気管と肺にかけて気道熱傷を負う「死の空間」が形成され
る。専門家の消防隊でさえ室内の消火が不可能となり, 難燃性建造物でも
全半焼は必至になることから, 周囲の建造物等への延焼防止に消火活動が
移行する。
(81)
また, 建造物の構成部分に燃焼作用を生じた後で, 室内の酸素不足によ
り, 炎が収束するかのように不完全燃焼を生じた場合も同様である。この
場合も, 室内の高温化で可燃性ガスの一酸化炭素等が充満し, 消防士が消
火のために玄関ドアを開けると, 新鮮な酸素が供給されて室内から炎が吹
き出す, いわゆる「バックドラフト」を生じる。
(82)
すなわち, コンクリート
造りの難燃性建造物でも, フラッシュオーバーやバックドラフトにより,
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(80) 日本火災学会編・前掲注(４)93, 147, 226頁。また, 大阪地判平成21
年12月 2 日 (LEX/DB 25441610) と大阪高判平成23年 7 月26日 (LEX/DB
25473535) 参照。So auch E. Bender, (Anm. 14), S. 177f.
(81) 日本火災学会編・前掲注(４)93, 147, 226頁, 杉井・前掲注(30) 6 頁
以下参照。
(82) E. Bender, (Anm. 14), S. 182.
現住者等に死の結果や具体的危険を生じ, 高層階から窓ガラスや火の粉が
降り注いで周囲の建造物等に具体的な延焼の危険をもたらすので, その前
段階の構成部分の燃焼作用を焼損要件に要求しても十分に対応できるので
ある。
したがって, 放火罪の焼損要件は, 易燃性と難燃性建造物の区別に関係
なく, 火が目的物自体に燃え移り, 媒介物の影響なしに独立して燃焼作用
を継続することと解すべきである。易燃性建造物と同様に, 難燃性建造物
の構成部分の玄関ドア, 床, 壁, 柱や天井が燃え続ければ, 現住建造物等
放火罪の既遂になる。それに対して, 鉄骨・鉄筋の歪曲やコンクリート部
分の崩落は, 建造物自体の燃焼作用の激しさを裏付ける一事情にとどまり,
単体の破壊作用だけでは不十分となる。金属類やコンクリート部分の高温
化による熱伝導で, 可燃性の構成部分に燃焼作用を生じた段階で本罪の既
遂となる。
(83)
すなわち, 建造物自体が燃えれば既遂, 燃えなければ未遂であ
る。
そうすると, 難燃性建造物に放火罪の不能犯が付いて回るという議論の
立て方は疑問を生じる。この議論の出所は, 一連の大学紛争の際に, 校舎
に立てこもった学生らが多量に机や椅子を積み上げて作ったバリケードに
火炎瓶を投げ付けて放火した事案である。被告人側から本罪の不能犯で無
罪になると主張された。しかしながら, 社会ではときを同じくして, たっ
た煙草 1 本ほどの火力から千日デパート, 大洋デパートやホテルニュー
ジャパンといった大規模火災が頻発していた。
(84)
近時の大阪個室ビデオ店放
火殺人事件でも, ティッシュペーパーとライター 1 本からおびただしい
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(83) 村瀬均「放火及び失火の罪」大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第
７巻〔第 3版]』 (青林書院, 2014年) 28頁。
(84) 最決平成 2年11月29日 (刑集44巻 8 号871頁), 最判平成 3年11月14日
(刑集45巻 8 号221頁), 最決平成 5年11月25日 (刑集47巻 9 号242頁)。
死傷者を生じている。
(85)
ホテルやデパートと異なり, 学校の校舎だけが不燃性建造物になるとは
いえない。全半焼が必至となる大規模火災まで発展しなかったのは, 立て
こもった学生らが火炎瓶で放火したのに対して, 警察の機動隊が催涙弾と
「放水」で応戦していたからである。
(86)
火を付けたそばから消火していただ
けにすぎない。むしろ, この状況下でも校舎内に激しい燃焼作用を生じた
と認定されている。そうすると, 難燃性建造物が放火罪の不能犯になると
いう主張は, 建築上と消防上の科学的・客観的な根拠を欠き, 思想的な政
治利用にすぎない。警察の国家権力と闘うために立てこもった学生が, 逆
に機動隊の放水によって助けられただけである。
コンクリート造りの大規模建造物では, 多数の現住者や現在者の生命・
身体に対する抽象的な公共危険が「一体性｣, 「建造物」と「焼損要件」
によって評価し尽くされている。本罪の二重の抽象的危険は, 建造物自体
が燃え続けて, 上階の特定多数の現住者や不特定または多数の現在者まで
燃え広がりうることで認められる。すなわち, 難燃性建造物でも, 煙草 1
本から燃え広がるいわば「行為客体の危険」を根拠として, 事前に無制限
の抽象的 (公共) 危険が認められるのである。
4．小括
放火罪の焼損要件は, 火が建造物の構成部分に燃え移り, 媒介物の影響
なしに独立して燃焼作用を継続することと解すべきである。建造物自体が
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(85) 最判平成26年 3 月 6 日 (集刑313号17頁)。
(86) 札幌高判昭和47年12月19日。被告人自身も立てこもっていたことから,
機動隊の放水を信用・信頼して, 現在建造物を焼損する故意がなかったと
主張する余地はある。しかし, 多量の媒介物のバリケードに火炎瓶で放火
した行為の危険性から, 少なくとも本罪の未必の故意を否定することはで
きない。
燃え広がりうるまで燃え続けることを要求するので, ドイツのように独立
燃焼説というよりも「継続燃焼説」と表現できる。この自発的・継続的な
火の性質により, 別の構成部分に燃え広がりうることこそが, 現住建造物
等放火罪の現住者や現在者の生命・身体に対する抽象的危険を認める根拠
となる。
判例が既遂時期の早期化を批判され続けても, 建造物の構成部分の燃焼
作用にこだわるのは科学的な根拠がある。人体の火傷の危険が60℃以上,
可燃性建材の木材の発火温度が260℃以上, 鉄骨・鉄筋やコンクリート部
分の強度低下が500℃以上になるからである。建造物自体の床板, 板壁や
天井板に燃焼作用を生じた段階で, すでに皮膚の火傷やのど・気管と肺に
かけての気道熱傷の危険が伴っている。この高温・高熱に脆弱な中枢器官
が顔面に集中しており, 火災時の空間上部の危険と重なり合うことこそが,
生命だけでなく「身体」も保護すべき根拠となる。
焼損要件の限界事例となる天井板に燃焼作用を生じた段階でも, 現住者
等に対する抽象的危険を認めることができる。一般的に火災の避難訓練で
は, 身をかがめて退避することが浸透している。この姿勢を低く保つこと
は, 消防上の観点から裏付けられる。一昔前の湯船で表面が熱く底がぬる
かったように, 火災時に発生した高温の煙や有毒ガスは, 上昇気流の浮力
で室内上部に滞留するからである。天井部分に燃焼作用が生じるのに伴い,
黒煙の層に覆い隠されていくので, 一般人の初期消火の限界を超えて一刻
も早い避難が必要となる。そのため, 最判昭和23年11月 2 日 (刑集 2巻12
号1443頁) の事案では, 天井板の燃焼作用によって本罪の既遂を認める
ことができる。
この評価は, コンクリート造りの難燃性建造物でも同様である。最決平
成元年 7月 7 日 (判時1326号157頁) は, 壁紙と同様なエレベーターの化
粧シートの独立燃焼で足りるとした。その理由は, 塩化ビニール製の化粧
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シートが燃え続けるというよりも溶けて収縮するにすぎないので, 有毒な
塩化水素 (気体の塩酸) が発生することに見出せる。建造物自体の燃焼作
用よりも, 煙や有毒ガスによる抽象的な公共危険を重視したといえる。
しかしながら, 煙や有毒ガスを焼損要件に取り込んだ場合, 媒介物の放
火行為でも足りることになる。肝心の鉄骨・鉄筋やコンクリート部分は燃
焼作用を生じないので, それに付随する煤, 煙や有毒ガスも起こり難いか
らである。コンクリート部分は, 気密性の高さによって外気からの新鮮な
酸素供給を妨げる。あたかもガムテープで目張りされた室内において練炭
をたくかのように, コンクリートの外囲いは, 酸素不足による不完全燃焼
で媒介物から一酸化炭素を発生させるものにすぎない。これではドイツ放
火罪の問題と同様に, 建造物の構成部分に燃焼作用を生じなくても, 再度
修正説で既遂に塗り替えられてしまう。
難燃性建造物は, 木造の易燃性建造物よりも長時間かつ激しい燃焼作用
を生じる。一体的なマンションや雑居ビルでは, 多数の現住者や現在者が
滞在するので, 火種となる日用品, 衣服, 書籍や家具類の収納可燃物が多
くなるからである。また, 室内の温度を一定に保つ断熱材が欠かせず, 世
帯数や高層化に伴ってフローリングの床面積も広くなる。これらの可燃性
建材で内装を施すことは, 建築基準法で許容されている。
コンクリート造りの大規模建造物では, 密閉された室内の高温・高熱化
による熱分解で, 家具類や木材から可燃性ガスが放出される。この可燃性
ガスに引火することで, 建造物の構成部分にさらなる燃え広がりを生じる
だけでなく, 爆発的な燃焼によって一気に室内全体が火炎に包まれる, い
わゆる「フラッシュオーバー」を生じる。また, 室内の酸素不足により,
炎が収束するかのように不完全燃焼を生じた場合も同様である。この場合
も, 室内の高温化で可燃性ガスの一酸化炭素等が充満し, 消防士が消火の
ために玄関ドアを開けると, 新鮮な酸素が供給されて室内から炎が吹き出
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す, いわゆる「バックドラフト」を生じる。
このフラッシュオーバーやバックドラフトから火災の最盛期に至ると,
室内は1,000℃前後まで達する。汗をかく前に汗腺が焼け切れて重度の火
傷を負い, 一呼吸でのど・気管と肺にかけて気道熱傷を負う「死の空間」
が形成される。ホテルやデパート火災のように, 専門家の消防隊でさえ室
内の消火が不可能となり, 難燃性建造物でも全半焼は必至になることから,
周囲の建造物等への延焼防止に消火活動が移行する。
コンクリート造りの難燃性建造物でも, 焼却炉でプリント類や書籍と木
の板を灰になるまで燃え尽きさせるように, 激しい燃焼作用を生じて一種
の「焼却炉の中状態」となる。この段階に達すると, 多数の現住者等に死
の結果や具体的 (公共) 危険を生じるので, その前段階の構成部分の燃焼
作用を焼損要件に要求しても十分に対応できる。すなわち, 放火罪の焼損
要件は, 易燃性と難燃性建造物の区別に関係なく, 建造物自体が燃えれば
既遂, 燃えなければ未遂である。
おわりに
火災は災害である。少なくとも放火罪の抽象的危険犯は,「現住性や現
在性｣, 「建造物」と「焼損要件」によって実質的に網羅されており, そ
の意味で危険の擬制でも構わない。人体の高湿度下での熱傷危険が60℃
以上で水分の沸点が100℃, 可燃性建材の木材の発火温度が260℃以上,
鉄骨・鉄筋やコンクリート部分の強度低下が500℃以上になるからである。
汗をかくだけで火傷しかねない空間に安全は存在せず, 一呼吸で高温の外
気がのど・気管と肺に流れ込む。
現住建造物等放火罪の危険結果は, 構成要件要素によって網羅されてい
ると評価できる。現住者や現在者の生命・身体に対する抽象的危険は,
「現住性や現在性」と「焼損要件」によって評価し尽くされている。周囲
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の建造物等に対する抽象的な公共危険は,「一体性」や「建造物」と「焼
損要件」によって包含されている。この公共の危険は, 他人所有の非現住
建造物等放火罪でも同様である。いわば「行為客体の危険」を根拠として,
事前に無制限の抽象的危険が認められる。
現住性の付与は, 不在時の留守宅にも現住者の類型的な滞在性を認める
ものである。たとえ真実は一人暮らしの現住者が東京出張中であったとし
ても, いつでも自由に帰宅できることで大阪の自宅に滞在していると法的
に想定される。この事実の抽象化により, 放火された自宅に居合わせてい
ることが判断事情となるので, 現住者に対する抽象的危険は, 初期消火の
限界を超える焼損要件によって網羅されているといえる。
一棟の大規模建造物では, 現住部分への延焼の可能性により, 特定多数
の現住者に対する抽象的な公共危険が認められる。この建造物内の一体性
は, 上下階に張り巡らされた通気口, 吹き抜けの階段室や竪穴構造のエレ
ベーターシャフトが重要な判断要素になる。銭湯のボイラー室や工場の焼
却施設で発生した煙が煙突の先端から上がるように, いわゆる「煙突効果」
の上昇気流の浮力で天井の空間伝いに燃え広がり, 上階の現住部分に高温
の煙や有毒ガスが立ち昇るからである。建築基準法27条 1 項の耐火構造
が滞在者の避難時間の確保, 建造物自体の倒壊及び周囲の建造物への延焼
を防止することにあり, 放火客体の一室内で火災を食い止めるものではな
いことも, 多数の現住者に対する抽象的な公共危険を認める根拠となる。
一戸建て住宅の焼損段階でも, 周囲の建造物等に対する延焼の危険が認
められる。昔ながらの集落や下町の木造家屋が密集した地域では, 出火か
らわずか15分前後で隣家に延焼する。早期に室内火災に発展した場合,
約 5 分後に500℃, 約10分後に最盛期の1,000℃近くまで達する。周囲が
騒然となるような公共の静謐を害するだけでなく, 消防士でさえ消火ホー
スの筒先を放火客体内から後退させる具体的な公共危険は, 建造物の構成
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部分が燃えた数分後に生じる。建築基準法 2 条 6 号も, 2 階建て住宅か
ら 10m圏内を延焼の危険領域と定めている。すなわち, 本罪の二重の抽
象的危険は, 一戸建て住宅の天井板に独立燃焼 (継続燃焼) が生じた段階
でも, 建築上と消防上の観点から根拠付けられるのである。
この評価は, 例外的に抽象的危険が発生し難い場合も同様である。荒野
の一軒家でも公共の危険が高まる側面を見逃せない。周囲に延焼するもの
が何もないということは, 消火活動に必要不可欠な消火栓も整備されてい
ないからである。近隣の村落に消防署が存在しないので, 職業上の専門家
ではない消防団が初動対応に当たることとなるが, 現着の遅れによって最
も危険な火災の最盛期に到着する。消火用水を運搬する水槽付消防車といっ
た消火体制が十分でなく, 建造物の屋根まで炎上して強風が重なると, 1
km先近くまで火の粉の飛散を生じうる。そうすると, たとえ荒野の一軒
家でも消火栓がなくて容易に全焼することから, 消防団や遠く離れた建造
物等に対する抽象的な公共危険が認められる。
この絶対的な保護は, 現住者の生命・身体に対する抽象的危険でも同様
である。現住性の喪失は, 現住者の殺害によって認められている。そうす
ると, 死者に匹敵する現住者としては, 病院で延命措置を施されていたり,
治療の余地がなかったりする「末期患者」が挙げられる。しかしながら,
末期患者でも, 終末期医療の一環で余命を自宅で過ごす帰宅の可能性が残
されている。むしろ, 抽象的危険犯制限論を徹底すると, 帰宅の可能性が
ある末期患者や, 消火栓の整備されていない荒野の一軒家といった災害弱
者を保護法益から切り離すことになってしまう。
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Die Bedeutung des Inbrandsetzens in den
Brandstiftungsdelikten
─Von der 	der fiktiven abstrakten Gefahr─
Yosuke AKIMOTO
Man hat die schwere Brandstiftung verstanden, dass Strafgrund auf der

Fiktion beruht. Als Inbrandsetzens entsteht nicht nur die
abstrakte Gefahr 
Leib und Leben des Bewohners, sondern auch die
abstrakte Gemeingefahr 
anderes 	begleiten soll. Der Beitrag
einstellt auf den wissenschaftlichen Aspekt der Gefahr. Der Aspekt 
sich, dass die abstrakte Gefahr sich sachlich , weil die Gefahr der
Brandwunde menschlichen60℃ wird und die	
des Holzes 260℃. Auch nach 5 Minuten des Feuers erreicht 500℃,
nach 10 Minuten 1.000℃, nach 15 Minuten erfolgt
eines Feuers

anderes 	.
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